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(57)【要約】
【課題】ＯＬＥＤマイクロキャビティおよび緩衝層のた
めの材料および方法の提供。
【解決手段】本教示は、インクジェット印刷または熱印
刷プロセスを使用して、有機発光素子（ＯＬＥＤ）のた
めの有機層を形成する方法を提供する。本方法はさらに
、ＯＬＥＤ積層を作成するために、真空熱蒸着（ＶＴＥ
）等の１つ以上の追加のプロセスを使用することができ
る。ＯＬＥＤ積層構造はまた、電荷注入または電荷輸送
層のうちの少なくとも１つが、高堆積率において、イン
クジェット印刷または熱印刷方法によって形成されるよ
うに提供される。有機層の構造は、堆積パラメータおよ
び後処理条件に応じて、非晶質、結晶質、多孔性、高密
度、平滑、粗面、またはそれらの組み合わせであること
ができる。ＯＬＥＤマイクロキャビティもまた、提供さ
れ、本方法の１つ以上によって形成されることができる
。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
明細書に記載された発明。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願）
　本願は、２０１１年１２月２１日出願の米国特許出願第１３／３３３，８６７号および
２０１２年１月２７日出願の米国特許出願第１３／３６０，５９７号の利益を主張するも
のであって、また、両方とも、２０１１年６月２１日出願の米国仮特許出願第６１／４９
９，４６５号および第６１／４９９，４９６号の優先権を主張するものであって、全て参
照することによって全体として本明細書に組み込まれるものである。
【０００２】
　（技術分野）
　本教示は、有機発光素子（ＯＬＥＤ）の層を形成するためのプロセスに関する。本教示
はまた、ＯＬＥＤ積層構造に関する。
【背景技術】
【０００３】
　ＯＬＥＤは、電圧が素子にわたって印加されると、光を放出する、薄有機膜を利用する
。ＯＬＥＤは、フラットパネルディスプレイ、照明、および背面照明等の用途において使
用するためのますます関心が高まっている技術である。ＯＬＥＤ技術は、非特許文献１に
おいて論じられており、いくつかのＯＬＥＤ材料および構成は、特許文献１、特許文献２
、および特許文献３に説明されており、これらは、参照することによって全体として本明
細書に組み込まれる。
【０００４】
　多くの場合、ＯＬＥＤ内の発光層から発生する光の大部分は、空気界面における内部反
射、端発光、発光層または他の層内の散逸、素子の発光層または他の層（すなわち、輸送
層、注入層等）内の導波路効果、および他の効果により、素子から逃散しない。典型的Ｏ
ＬＥＤでは、発光層によって発生される光の最大５０～６０％が、導波モードにおいて捕
捉され得、したがって、素子から出射しない。加えて、典型的ＯＬＥＤ内の発光材料によ
って放出される光の最大２０～３０％が、ガラスモードのままであり得る。典型的ＯＬＥ
Ｄの光取り出し効率は、したがって、約２０％程度であり得る。例えば、特許文献４（参
照することによって全体として本明細書に組み込まれる）を参照されたい。
【０００５】
　有機ＯＬＥＤ層は、従来のプロセスでは、真空熱蒸着（ＶＴＥ）によって堆積される。
そのようなＯＬＥＤ堆積プロセスでは、有機層は、通常、低堆積率（１オングストローム
／秒～５オングストローム／秒）で堆積され、堆積時間は、厚い緩衝層が堆積されるとき
、望ましくないほど長くなる。さらに、層厚を修正するために、ステンシルマスクが、通
常、蒸気流動を遮断するか、またはそれを基板上に通過させるかのいずれかのために適用
される。さらに、結果として生じる有機層は、通常、基板ガラスの屈折率より有意に高い
屈折率を有する。したがって、放出光の一部は、有機層内に捕捉され、導波モードにおい
て喪失され得る。
【０００６】
　真空熱蒸着（ＶＴＥ）では、正孔輸送材料（ＨＴＭ）の層が、低率で、例えば、約０．
２ｎｍ／秒で、１１０ｎｍの場合、約５５０秒または約９．０分の総時間で、真空内で堆
積される。有機薄膜を形成するためのＶＴＥ等のいずれの従来の技法も、インクジェット
印刷の大面積パターン化能力を提供せず、またはインクジェット印刷の能力と蒸着によっ
て達成される高均一性、純度、および厚さ制御を組み合わせるものはない。高膜品質およ
び費用効果的大面積拡張性の両方をもたらすことができる技法を開発することが所望され
る。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第５，８４４，３６３号明細書
【特許文献２】米国特許第６，３０３，２３８号明細書
【特許文献３】米国特許第５，７０７，７４５号明細書
【特許文献４】米国特許出願公開第２００８／０２３８３１０号明細書
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】Ｇｅｆｆｒｏｙ、他“Ｏｒｇａｎｉｃ　ｌｉｇｈｔ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ
　ｄｉｏｄｅ　（ＯＬＥＤ）　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ：ｍａｔｅｒｉａｌ　ｄｅｖｉｃｅ
ｓ　ａｎｄ　ｄｉｓｐｌａｙ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，”Ｐｏｌｙｍ．，Ｉｎｔ．，
５５：　５７２－５８２（２００６）
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　種々の実施形態によると、本教示は、ＯＬＥＤ積層の製造の際、発光層（ＥＭＬ）と電
極との間に高速で緩衝層を形成するための堆積方法に関する。本方法は、大規模微細パタ
ーン化超高堆積率を提供することができ、堆積後熱処理方法を使用して、緩衝層の粗度を
低減させることができる。インクジェット印刷および／または熱印刷を使用する、印刷プ
ロセスは、有機層の形態、ならびにそのナノ構造、マイクロ構造、電気特性、および光学
特性を修正する能力を提供し、したがって、ＯＬＥＤ性能の改良につながる。本教示の方
法は、堆積条件の制御ならびに緩衝層形態、構造、および特性の操作を可能にする。いく
つかの実施例では、本方法は、電荷注入障壁の低下、屈折率の低下、光取り出し効率の増
加、および電子または正孔電荷が再結合し、光子が発生される、再結合区域における界面
面積の増加を提供することができる。
【００１０】
　種々の実施形態によると、多孔性緩衝層が、透明電極に隣接して形成されることができ
る。緩衝層は、シリカガラスに匹敵する、低屈折率を示し、ＥＭＬからの光抽出をより効
率的にすることができる。いくつかの実施形態では、緩衝層表面は、より多くの光が、散
乱され、透明電極層中に取り出されることができるように、粗面にされる。いくつかの実
施形態では、緩衝層は、結晶質にされ、電荷移動度を増加させ、電圧降下を減少させ、か
つ全体的効率を改善する。いくつかの実施形態では、緩衝層厚は、各色／波長に対して最
適化され、発光色度を改善し、マイクロキャビティ効果を達成する。いくつかの実施形態
では、緩衝層は、ＯＬＥＤ色度を改善するために使用することができる。
【００１１】
　種々の実施形態によると、緩衝層は、標準的真空堆積技法（ＶＴＥ）とインクジェット
印刷および／または熱印刷堆積技法を組み合わせる方法によって作製されることができる
。層厚を変化させることによって、発光スペクトルは、ある色または波長、例えば、赤色
、緑色、または青色に対して最適化されるように調整することができる。例示的実施形態
では、緩衝層厚は、赤色に対して最も厚く、緑色に対して中間厚に、青色に対して最も薄
く作製されることができる。本方法は、高非平衡率で印刷された緩衝層が、非常に異なる
ナノ構造の領域（高密度対多孔性、非晶質対結晶質、および平滑対粗面）を有するように
作製され得るように、制御されることができる。
【００１２】
　種々の実施形態によると、有機発光素子のための乾燥された有機層を形成する方法が、
本教示によって提供される。いくつかの実施形態では、本方法は、適用、励起、移転、お
よび焼成ステップを含むことができる。有機発光素子の層を形成するための液体インクが
、移転表面に適用されることができる。液体インクは、キャリア流体と溶解または懸濁さ
れた膜を形成する有機材料とによって規定されることができる。移転表面は、実質的に、
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キャリア流体を蒸発させ、乾燥膜有機材料を移転表面上に形成するように励起されること
ができる。乾燥膜有機材料は、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相において、基板上に堆
積されるように、移転表面から基板に移転されることができる。ここでは、そのような適
用、励起、および移転プロセスは、熱印刷と称される。使用され得る熱印刷技法および装
置として、例えば、米国特許出願公開第ＵＳ２００８／０３１１３０７Ａ１号、第ＵＳ２
００８／０３０８０３７Ａ１号、第ＵＳ２００６／０１１５５８５Ａ１号、第ＵＳ２０１
０／０１８８４５７Ａ１号、第ＵＳ２０１１／０００８５４１Ａ１号、第ＵＳ２０１０／
０１７１７８０Ａ１号、および第ＵＳ２０１０／０２０１７４９Ａ１号に説明され、全て
参照することによって全体として本明細書に組み込まれるものが挙げられる。いくつかの
実施形態では、移転表面は、移転の際、基板から、約１．０μｍ～約１０．０ｍｍの距離
、例えば、基板から、約１０．０μｍ～約１００．０μｍの距離に位置付けられることが
できる。乾燥膜有機材料は、約０．１ｎｍ／秒～約１．０ｍｍ／秒の率で層厚を築き上げ
、有機層を基板上に形成するように堆積されることができる。いくつかの実施形態では、
有機層は、約５０℃～約２５０℃の第１の焼成温度において、約５．０ミリ秒～約５．０
時間の第１の焼成時間の間、焼成され、有機発光素子のための第１の焼成された有機層を
形成することができる。
【００１３】
　いくつかの実施形態では、液体インクが、インクジェット印刷を使用して、直接、基板
または有機層に移転される。基板への液体インクの適用後、キャリアは、熱、真空、気体
流、照射暴露、またはそれらの組み合わせによって、除去され、熱印刷プロセスを参照す
る前述のように焼成され得る、有機層を形成することができる。本明細書に説明される本
方法および他の方法の場合、液体インクは、インクジェット印刷ヘッドの１回以上の通過
を使用して、基板上の特定の場所に移転され、したがって、有機層を形成することができ
る。インクジェット印刷ヘッドの後続通過は、層厚を築き上げるために使用されることが
できる。後続通過は、以前の通過によってインクを堆積させた面積より小さい面積上にイ
ンクジェットインクを移転するように構成されることができる。より小さい面積上への印
刷は、第１の通過によって被覆されたものと正確に同一の面積が、第２の通過によって被
覆されるよう試みられる場合に生じ得る、インクジェットインクの溢出、流出、および滲
出を防止するために使用されることができる。特定の液体インクのためのキャリア、例え
ば、溶媒は、実質的に、既に堆積された下層内に有機材料を溶解または懸濁させないであ
ろうように選定されることができる。ある場合には、異なるキャリアまたは溶媒が、同一
の有機材料に対して、異なる相対的溶解度を提供するように使用されることができる。
【００１４】
　有機発光素子のための結晶質有機層を形成する方法が、本教示によって提供される。い
くつかの実施形態では、本方法は、少なくとも、インクジェット印刷ステップ後、焼成ス
テップが続くことができる。いくつかの実施形態では、本方法は、適用ステップ、励起ス
テップ、移転ステップ、および焼成ステップを含み、例えば、熱印刷ステップ後、焼成ス
テップが続くことができる。熱印刷ステップが使用される場合、液体インクが、移転表面
に適用され、有機発光素子の層を形成することができる。液体インクは、キャリア流体と
溶解または懸濁された膜を形成する有機材料とによって規定されることができる。膜を形
成する有機材料は、ＯＬＥＤの層に対して所望の特性を示す材料を含むことができる。移
転表面は、実質的に、キャリア流体を蒸発させ、乾燥膜有機材料を移転表面上に形成する
ように励起されることができる。乾燥膜有機材料は、ガラス転移範囲を有することができ
る。乾燥膜有機材料は、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相において、基板上に堆積され
るように、移転表面から基板に移転されることができる。移転表面は、移転の際、基板か
ら、約１．０μｍ～約１０．０ｍｍの距離、例えば、基板から、約１０．０μｍ～約１０
０．０μｍの距離に位置付けられることができる。乾燥膜有機材料は、約０．１ｎｍ／秒
～約１．０ｍｍ／秒の率において、層厚を築き上げるように堆積され、焼成前有機層を基
板上に形成することができる。焼成前有機層は、ガラス転移範囲内からガラス転移範囲を
上回る焼成温度で焼成され、したがって、有機発光素子のための結晶質有機層を形成する
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ことができる。結晶質有機層は、約１．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ～約１．０ｘ１０－１Ｓ／ｍ
の伝導性、例えば、約１．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ～約１．０ｘ１０－４Ｓ／ｍ、または約１
．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ～約１．０ｘ１０－７Ｓ／ｍの伝導性を有することができる。より
高い伝導性ＨＴＭ層材料は、より高い伝導性を達成するために使用されることができる。
【００１５】
　いくつかの実施形態では、有機発光素子のための結晶質有機層は、インクジェット印刷
を使用することによって、液体インクを、直接、基板に、または直接、既存の有機層に移
転することによって形成される。基板への液体インクの適用後、キャリアは、熱、真空、
気体流、照射暴露、またはそれらの組み合わせによって除去されることができる。乾燥さ
れた有機層は、次いで、焼成され、熱印刷プロセスを参照する前述のように、結晶質構造
を形成することができる。熱印刷技法を参照する前述の距離、堆積率、および伝導性は、
同様に、インクジェット印刷を使用して、類似層を形成するために使用および達成される
ことができる。
【００１６】
　有機発光素子もまた、本教示に従って提供される。本素子は、第１の電極、結晶質有機
層、発光層、および第２の電極を備えていることができる。結晶質有機層は、第１の電極
を覆って、それと電気的に関連付けられることができ、約１．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ～約１
．０ｘ１０－７Ｓ／ｍの伝導性を有することができる。発光層は、結晶質有機層に隣接し
て提供され、それと電気的に関連付けられることができ、発光波長において光を放出する
発光有機材料を備えていることができる。第２の電極は、発光層が、第１と第２の電極間
に挟まれるように、発光層を覆って提供され、それと電気的に関連付けられることができ
る。
【００１７】
　有機層の屈折率を低下させる方法が、本教示のさらなる実施形態に従って提供される。
本方法は、インクジェット印刷ステップ、すなわち、適用ステップ、励起ステップ、およ
び移転ステップを組み合わせる印刷を含むことができる。印刷は、それぞれ異なる溶解ま
たは懸濁された膜を形成する有機材料を含む、種々の液体インクの複数回の適用に対して
繰り返されることができる。熱印刷が使用される場合、各液体インクは、有機発光素子の
それぞれの層を形成するために、移転表面に適用されることができる。移転表面は、実質
的に、キャリア流体を蒸発させ、乾燥膜有機材料を移転表面上に形成するように励起され
ることができる。乾燥膜有機材料は、次いで、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相におい
て、半透明または透光性電極上に堆積されるように、移転表面から、半透明または透光性
基板上に配置される半透明または透光性電極に移転されることができる。移転表面は、移
転の際、基板から、約１．０μｍ～約１０．０ｍｍの距離、例えば、基板から、約１０．
０μｍ～約１００．０μｍの距離に位置付けられることができる。乾燥膜有機材料は、約
１００ｎｍ／秒未満の率において、層厚を築き上げるように堆積され、第１の有機層を形
成することができる。第２の液体インクは、第２の移転表面に適用されることができ、第
２の液体インクは、有機発光素子の層を形成するためのキャリア流体と溶解または懸濁さ
れた膜を形成する有機材料とによって規定される。第２の移転表面は、実質的に、キャリ
ア流体を蒸発させ、第２の乾燥膜有機材料を第２の移転表面上に形成するように励起され
ることができる。第２の乾燥膜有機材料は、第２の乾燥膜有機材料が、実質的に、固相に
おいて、堆積されるように、第２の移転表面から、第１の有機層に移転されることができ
る。乾燥膜有機材料は、約０．１ｎｍ／秒～約１．０ｍｍ／秒の率で層厚を築き上げるよ
うに堆積され、第２の有機層を形成することができる。第１の有機層の屈折率は、半透明
または透光性基板の屈折率と第２の有機層の屈折率との間の中間であることができる。い
くつかの実施形態では、液体インクは、インクジェット印刷を使用して、直接、基板また
は有機層に移転される。基板への液体インクの適用後、キャリアは、熱、真空、気体流、
照射、またはそれらの組み合わせによって、除去され、熱印刷プロセスを参照する前述の
ように焼成され得る有機層を形成することができる。熱印刷技法を参照する前述の距離、
堆積率、および屈折率は、同様に、インクジェット印刷技法に関連して使用されることが
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できる。
【００１８】
　有機発光素子中の光散乱を増加させる方法もまた、本教示の種々の実施形態に従う。本
方法は、インクジェット印刷ステップ、すなわち、適用ステップ、励起ステップ、および
移転ステップの組み合わせを含むことができる。熱印刷技法が使用される場合、液体イン
クは、移転表面に適用されることができる。液体インクは、キャリア流体と溶解または懸
濁された膜を形成する有機材料とによって規定されることができる。移転表面は、実質的
に、キャリア流体を蒸発させ、乾燥膜有機材料を移転表面上に形成するように励起される
ことができる。乾燥膜有機材料は、次いで、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相において
、基板上に堆積されるように、移転表面から、基板に移転されることができ、移転表面は
、基板から、約２００μｍ未満の距離に位置付けられる。移転される有機膜材料は、約０
．１ｎｍ／秒～約１．０ｍｍ／秒の率および約１．０ｎｇ／秒～約１００μｇ／秒の質量
堆積率において、層厚を築き上げるように堆積され、多層粗面有機層を形成することがで
きる。多層粗面有機層は、約２～約２００のサブ層を備え、面積１００μｍ２内の表面厚
偏差の二乗平均平方根として、約５．０ｎｍ～約１０．０ｎｍの粗度を有することができ
る。いくつかの実施形態では、測定される面積は、１０μｍ×１０μｍ表面である。例え
ば、多層粗面有機層は、約２～約１００サブ層または約２～約２００のサブ層を備えてい
ることができる。発光材料は、多層粗面有機層を覆って堆積され、発光層および有機発光
素子積層の少なくとも一部を形成することができる。多層粗面有機層および発光層を含む
、有機発光素子積層は、約１．０１～約２．０の光度効率を示すことができる、すなわち
、有機発光素子積層は、同一であるが、第２の表面が、１０×１０μｍ２の面積内の表面
厚偏差の二乗平均平方根として表される、５．０ｎｍ未満の表面粗度を有するマイクロキ
ャビティの光度と比較して、約１．０１～約２．０倍の光度の増加を示すことができる。
【００１９】
　光散乱を増加させるためのいくつかの実施形態では、液体インクは、直接、インクジェ
ット印刷を使用して、基板または有機層に移転される。基板への液体インクの適用後、キ
ャリアは、熱、真空、気体流、照射暴露、またはそれらの組み合わせによって、除去され
、随意に焼成され得る、有機層を形成することができる。熱印刷プロセスを参照する前述
のものと同一の距離、厚さ築き上げ率、質量堆積率、表面粗度、層数、および光度効率が
、インクジェット印刷技法のために使用されることができる。
【００２０】
　有機発光素子積層もまた、本教示の実施形態によって提供される。積層は、基板および
基板上に形成される乾燥膜有機材料層を備えていることができる。乾燥膜有機層は、約２
～約２０のサブ層、基板に対向する第１の表面、および第１の表面と反対の第２の表面を
備えていることができる。積層は、乾燥膜有機材料層が、基板と発光層との間にあるよう
に、乾燥膜有機材料層を覆って形成される発光層を備えていることができる。発光層は、
励起に応じて、特定の発光波長、例えば、ピーク波長において、光を放出する、発光有機
材料を備えていることができる。第２の表面は、１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗
平均平方根として、約０．５ｎｍ～約１．０μｍの表面粗度、例えば、１０μｍ２の面積
内の表面厚偏差の二乗平均平方根として、約１．０ｎｍ～約１０．０ｎｍを示すことがで
きる。いくつかの実施形態では、測定される面積は、１０μｍ×１０μｍ表面である。有
機発光素子積層は、同一であるが、第２の表面が、１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏
差の二乗平均平方根として表される、５．０ｎｍ未満の表面粗度を有するマイクロキャビ
ティの光度と比較して、約１．０１～約２．０倍の光度の増加を示すことができる。
【００２１】
　いくつかの実施形態では、有機発光素子のためのマイクロキャビティを形成する方法が
、提供される。本方法は、インクジェット印刷ステップ、すなわち、適用ステップ、励起
ステップ、および移転ステップの組み合わせを含むことができる。熱印刷技法が使用され
る場合、液体インクが、移転表面に適用されることができる。液体インクは、キャリア流
体と溶解または懸濁された膜を形成する有機材料とによって規定されることができる。移



(7) JP 2016-149378 A 2016.8.18

10

20

30

40

50

転表面は、実質的に、キャリア流体を蒸発させ、乾燥膜有機材料を移転表面上に形成する
ように励起されることができる。乾燥膜有機材料は、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相
において、基板上に堆積され、第１の有機緩衝層を形成するように、移転表面から、基板
に移転されることができる。基板は、第１の反射電極を備えていることができ、移転表面
は、移転の際、基板から、約１．０μｍ～約１０．０ｍｍの距離、例えば、基板から、約
１０．０μｍ～約１００．０μｍの距離に位置付けられることができる。乾燥膜有機材料
は、約０．１ｎｍ／秒～約５００ｎｍ／秒の率、例えば、約０．１ｎｍ／秒～約５０ｎｍ
／秒の率で層厚を築き上げるように堆積されることができる。発光有機材料は、第１の有
機緩衝層が、基板と発光層との間にあるように、第１の有機緩衝層を覆って堆積され、発
光層を形成することができる。第２の反射電極は、発光層が、第１の反射電極と第２の反
射電極との間にあるように、発光層を覆って堆積され、ＯＬＥＤマイクロキャビティを形
成することができる。第１および第２の反射電極のうちの少なくとも１つは、半透明また
は透光性であることができ、第１の反射電極および第２の反射電極は、ある距離だけ、互
から分離されることができる。距離は、マイクロキャビティの深度に対応することができ
る。マイクロキャビティの深度は、発光有機材料の発光波長の共振発光のために構成され
ることができる。
【００２２】
　いくつかの実施形態では、マイクロキャビティを形成する方法は、インクジェット印刷
を使用して、液体インクを、直接、基板または既存の有機層に移転するステップを含む。
基板への液体インクの適用後、キャリアは、熱、真空、気体流、照射暴露、またはそれら
の組み合わせによって、除去され、熱印刷プロセスを参照して本明細書に説明されるよう
に焼成され得る有機層を形成することができる。
【００２３】
　本教示のさらに他の実施形態では、有機発光素子のためのマイクロキャビティが、提供
される。マイクロキャビティは、基板、乾燥膜有機材料層、発光層、および第２の反射電
極を備えていることができる。基板は、第１の反射電極を備えていることができる。乾燥
膜有機材料層は、基板上に形成され、基板に対向する第１の表面および第１の表面と反対
の第２の表面を備えていることができる。乾燥膜有機材料層を覆う発光層は、乾燥膜有機
材料層が、第１の反射電極と発光層との間に配置されるように提供されることができる。
発光層は、発光有機材料を備えていることができる。第２の反射電極は、発光層が、第１
の反射電極と第２の反射電極との間に配置されるように、発光層を覆って提供されること
ができる。第２の表面は、１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根とし
て、約０．５ｎｍ～約１．０μｍの表面粗度、例えば、約０．５ｎｍ～約１０．０ｎｍ、
約１．０ｎｍ～約１．０μｍ、約５．０ｎｍ～約１．０μｍ、または約１０．０ｎｍ～約
５００ｎｍの表面粗度を示すことができる。いくつかの実施形態では、測定される面積は
、１０μｍ×１０μｍ表面である。有機発光素子積層は、同一であるが、第２の表面が、
１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として表される、５．０ｎｍ未
満の表面粗度を有するマイクロキャビティの光度と比較して、約１．０１～約２．０倍の
光度の増加を示すことができる。粗面表面界面は、色度が、光取り出し効果から向上され
、したがって、光度効率が向上されるように、マイクロキャビティ効果を分離するために
使用されることができる。第１および第２の反射電極のうちの少なくとも１つは、半透明
または透光性であることができる。第１の反射電極および第２の反射電極は、ある距離だ
け、互から分離されることができ、距離は、マイクロキャビティの深度に対応することが
でき、マイクロキャビティの深度は、発光有機材料の発光波長の共振発光のために構成さ
れることができる。
例えば、本願発明は以下の項目を提供する。
（項目１）
　有機発光素子のためのマイクロキャビティを形成する方法であって、前記方法は、
　インクをインクジェット印刷ヘッドから第１の反射電極を備えている基板上に堆積させ
、印刷された層を形成することであって、前記インクは、キャリアと溶解または懸濁され
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た膜を形成する有機材料とによって規定される、ことと、
　前記キャリアを前記印刷された層から除去し、第１の有機緩衝層を前記基板上に形成す
ることと、
　発光有機材料を前記第１の有機緩衝層を覆って堆積させ、発光層を形成することであっ
て、前記第１の有機緩衝層は、前記基板と前記発光層との間に配置され、前記発光有機材
料は、励起に応じて、ピーク発光波長において光を放出する、ことと、
　第２の反射電極を前記発光層を覆って堆積させ、ＯＬＥＤマイクロキャビティを形成す
ることであって、前記発光層は、前記第１の反射電極と前記第２の反射電極との間に配置
される、ことと
　を含み、
　前記第１および第２の反射電極のうちの少なくとも１つは、半透明であり、前記第１の
反射電極および前記第２の反射電極は、ある距離だけ、互から分離され、前記距離は、前
記マイクロキャビティの深度に対応し、前記マイクロキャビティの深度は、前記ピーク発
光波長の共振発光のために構成されている、方法。
（項目２）
　前記第１の有機緩衝層は、正孔注入層、正孔輸送層、発光層、電子輸送層、および電子
注入層のうちの少なくとも１つを備えている、項目１に記載の方法。
（項目３）
　約５０℃～約２５０℃の第１の焼成温度において、約５．０ミリ秒～約５．０時間の第
１の焼成時間の間、前記第１の有機緩衝層を焼成し、有機発光素子のための第１の焼成さ
れた有機層を形成することをさらに含む、項目１に記載の方法。
（項目４）
　前記焼成温度、前記焼成時間、前記インク中の前記膜を形成する有機材料の濃度、およ
び前記第１の有機緩衝層の厚さのうちの少なくとも１つは、前記第１の焼成された有機層
が、多孔性構造を示すように調節される、項目３に記載の方法。
（項目５）
　前記焼成温度および焼成時間のうちの少なくとも１つは、前記第１の焼成された有機層
が、粗面性を示すように調節される、項目３に記載の方法。
（項目６）
　前記焼成温度および焼成時間のうちの少なくとも１つは、前記第１の焼成された有機層
が、平滑性を示すように調節される、項目３に記載の方法。
（項目７）
　前記焼成温度、前記焼成時間、前記インク中の前記膜を形成する有機材料の濃度、およ
び前記第１の有機緩衝層の厚さのうちの少なくとも１つは、前記第１の焼成された有機層
が、約０．５ｎｍ～約１０ｎｍの表面粗度を有するように調節され、前記表面粗度は、１
０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として表される、項目６に記載の
方法。
（項目８）
　前記膜を形成する有機材料は、ガラス転移温度範囲を示し、前記方法は、前記ガラス転
移温度範囲内から前記ガラス転移温度範囲を上回る焼成温度において、前記第１の有機緩
衝層を焼成し、約１．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ～約１．０ｘ１０－１Ｓ／ｍの伝導性を有する
結晶質有機層を形成することをさらに含む、項目１に記載の方法。
（項目９）
　第２のインクをインクジェット印刷ヘッドから前記第１の有機緩衝層に堆積させること
であって、前記第２のインクは、第２のキャリアと溶解または懸濁された膜を形成する有
機材料とによって規定される、ことと、
　前記第２のキャリアを除去し、有機材料層を前記第１の有機緩衝層上に形成することと
　をさらに含み、
　前記第１の反射電極は、半透明であり、前記第１の有機緩衝層は、前記基板の屈折率と
前記有機材料層の屈折率との間の中間の屈折率を示す、項目１に記載の方法。
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（項目１０）
　項目１に記載の方法によって形成される、有機発光素子（ＯＬＥＤ）マイクロキャビテ
ィ。
（項目１１）
　有機発光素子のためのマイクロキャビティであって、前記マイクロキャビティは、
　第１の反射電極を備えている基板と、
　前記基板上に形成されている乾燥膜有機材料層であって、前記乾燥膜有機材料層は、前
記基板に対向する第１の表面および前記第１の表面と反対の第２の表面を備えている、乾
燥膜有機材料層と、
　前記乾燥膜有機材料層を覆う発光層であって、前記乾燥膜有機材料層は、前記第１の反
射電極と前記発光層との間にあり、前記発光層は、励起に応じて、ピーク発光波長におい
て光を放出する発光有機材料を備えている、発光層と、
　前記発光層を覆う第２の反射電極であって、前記発光層は、前記第１の反射電極と前記
第２の反射電極との間にある、第２の反射電極と
　を備え、
　前記第２の表面は、約５．０ｎｍ～約１．０μｍの表面粗度を示し、前記表面粗度は、
１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として表され、
　前記有機発光素子積層は、同一であるが、第２の表面が、５．０ｎｍ未満の表面粗度を
有するマイクロキャビティの光度と比較して、約１．０１～約２．０倍の光度の増加を示
し、前記表面粗度は、１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として表
され、前記第１および第２の反射電極のうちの少なくとも１つは、半透明であり、前記第
１の反射電極および前記第２の反射電極は、ある距離だけ、互から分離され、前記距離は
、前記マイクロキャビティの深度に対応し、前記マイクロキャビティの深度は、前記ピー
ク発光波長の共振発光のために構成されている、マイクロキャビティ。
（項目１２）
　有機発光素子のための有機層を形成する方法であって、前記方法は、
　インクをインクジェット印刷ヘッドから基板上に堆積させることであって、前記インク
は、キャリアと溶解または懸濁された膜を形成する第１の有機材料とによって規定される
、ことと、
　前記キャリアを除去し、前記膜を形成する第１の有機材料を堆積させ、焼成前有機層を
前記基板上に形成することと、
　約５０℃～約２５０℃の第１の焼成温度において、約５．０ミリ秒～約５．０時間の第
１の焼成時間の間、前記焼成前有機層を焼成し、有機発光素子のための第１の焼成された
有機層を形成することと
　を含む、方法。
（項目１３）
　前記焼成温度、前記焼成時間、前記インク中の前記膜を形成する第１の有機材料の濃度
、および前記焼成前有機層の厚さのうちの少なくとも１つは、前記第１の焼成された有機
層が、多孔性構造を示すように調節される、項目１２に記載の方法。
（項目１４）
　第２のインクをインクジェット印刷ヘッドから前記第１の焼成された有機層上に堆積さ
せることであって、前記第２のインクは、第２のキャリアと溶解または懸濁された膜を形
成する第２の有機材料とによって規定される、ことと、
　前記第２のキャリアを除去し、前記膜を形成する第２の有機材料を堆積させ、第２の焼
成前有機層を形成することと、
　約５０℃～約２３５℃の第２の焼成温度において、約５．０ミリ秒～約５．０時間の第
２の焼成時間の間、前記第２の焼成前有機層を焼成し、第２の焼成された有機層を形成す
ることと
　をさらに含み、
　前記第２の焼成温度は、前記第１の焼成温度未満であり、前記膜を形成する第２の有機
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材料は、前記膜を形成する第１の有機材料と同一であるかまたは異なり、随意に、前記第
２の焼成時間は、前記第１の焼成時間未満である、項目１２に記載の方法。
（項目１５）
　有機発光素子のための結晶質有機層を形成する方法であって、前記方法は、
　インクをインクジェット印刷ヘッドから基板上に堆積させることであって、前記インク
は、キャリアとガラス転移範囲を有する溶解または懸濁された膜を形成する第１の有機材
料とによって規定される、ことと、
　前記キャリアを除去し、前記膜を形成する第１の有機材料を堆積させ、焼成前有機層を
前記基板上に形成することと、
　前記ガラス転移範囲内から前記ガラス転移範囲を上回る焼成温度において、前記焼成前
有機層を焼成し、有機発光素子のための結晶質有機層を形成することと
　を含み、
　前記結晶質有機層は、約１．０×１０－７Ｓ／ｍ～約１．０×１０－１Ｓ／ｍの伝導性
を有する、方法。
（項目１６）
　前記結晶質有機層は、正孔注入層、正孔輸送層、発光層、電子輸送層、および電子注入
層のうちの少なくとも１つを備えている、項目１５に記載の方法。
（項目１７）
　項目１５に記載の方法によって形成される結晶質有機層を備えている有機発光素子。
（項目１８）
　有機層の屈折率を低下させる方法であって、前記方法は、
　インクをインクジェット印刷ヘッドから透光性基板上に配置されている透光性電極上に
堆積させることであって、前記インクは、キャリアと溶解または懸濁された膜を形成する
第１の有機材料とによって規定される、ことと、
　前記キャリアを除去し、前記膜を形成する第１の有機材料を堆積させ、第１の有機層を
前記透光性電極上に形成することと、
　第２のインクをインクジェット印刷ヘッドから前記第１の有機層に堆積させることであ
って、前記インクは、第２のキャリアと溶解または懸濁された膜を形成する第２の有機材
料とによって規定される、ことと、
　前記第２のキャリアを除去し、前記膜を形成する第２の有機材料を堆積させ、第２の有
機層を前記第１の有機層上に形成することと
　を含み、
　前記第１の有機層の屈折率は、前記透光性基板の屈折率と前記第２の有機層の屈折率と
の間の中間である、方法。
（項目１９）
　有機発光素子中の光散乱を増加させる方法であって、前記方法は、
　インクをインクジェット印刷ヘッドから基板上に堆積させることであって、前記インク
は、キャリアと溶解または懸濁された膜を形成する第１の有機材料とによって規定される
、ことと、
　前記キャリアを除去し、前記膜を形成する第１の有機材料を堆積させ、多層粗面有機層
を形成することであって、前記多層粗面有機層は、約２～約２０のサブ層を備え、約５．
０ｎｍ～約１．０μｍの粗度を有し、前記粗度は、１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏
差の二乗平均平方根として表される、ことと、
　発光材料を前記多層粗面有機層を覆って堆積させ、発光層および有機発光素子積層を形
成することと
　を含み、
　前記有機発光素子積層は、約１．０１～約２．０の光度効率を示す、方法。
（項目２０）
　項目１９に記載の方法によって形成されている有機発光素子。
（項目２１）
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　有機発光素子であって、
　第１の電極と、
　前記第１の電極を覆い、前記第１の電極に電気的に関連付けられている結晶質有機層で
あって、前記結晶質有機層は、約１．０×１０－７Ｓ／ｍ～約１．０×１０－１Ｓ／ｍの
伝導性を有する、結晶質有機層と、
　前記結晶質有機層を覆い、前記結晶質有機層に電気的に関連付けられている発光層であ
って、前記発光層は、励起に応じて、発光波長において光を放出する発光有機材料を備え
ている、発光層と、
　前記発光層を覆い、前記発光層に電気的に関連付けられている第２の電極と
　を備えている、有機発光素子。
（項目２２）
　有機発光素子積層であって、
　基板と、
　前記基板上に形成されている乾燥膜有機材料層であって、前記乾燥膜有機材料層は、約
２～約２０のサブ層、前記基板に対向する第１の表面、および前記第１の表面と反対の第
２の表面を備えている、乾燥膜有機材料層と、
　前記乾燥膜有機材料層を覆う発光層であって、前記乾燥膜有機材料層は、前記基板と前
記発光層との間にあり、前記発光層は、発光波長において光を放出する発光有機材料を備
えている、発光層と
　を備え、
　前記第２の表面は、約５．０ｎｍ～約１．０μｍの表面粗度を示し、前記表面粗度は、
１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として表され、前記有機発光素
子積層は、約１．０１～約２．０の光度効率を示す、有機発光素子積層。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
　本教示の特徴および利点のさらなる理解は、本教示を図示するものであって、限定する
ことを意図するものではない、付随の図面を参照して提供される。用語「印刷」が、これ
らの図面中で使用される場合、インクジェット印刷、熱印刷、または両方が、別様に規定
されない限り、包含されることを意図する。
【図１】図１は、本教示の種々の実施形態による、プロセスフローを示す、流れ図である
。
【図２Ａ】図２Ａ－２Ｄは、本教示の種々の実施形態による、層堆積シーケンスを伴う、
素子積層の概略図である。
【図２Ｂ】図２Ａ－２Ｄは、本教示の種々の実施形態による、層堆積シーケンスを伴う、
素子積層の概略図である。
【図２Ｃ】図２Ａ－２Ｄは、本教示の種々の実施形態による、層堆積シーケンスを伴う、
素子積層の概略図である。
【図２Ｄ】図２Ａ－２Ｄは、本教示の種々の実施形態による、層堆積シーケンスを伴う、
素子積層の概略図である。
【図３】図３は、本教示の種々の実施形態による、ＨＴＭ層厚を変動させ、素子発光スペ
クトルを調整するために使用することができる、ＶＴＥプロセス、熱印刷プロセス、イン
クジェット印刷プロセス、またはそれらの組み合わせを図示する、概略図である。
【図４】図４は、本教示の種々の実施形態による、有機発光素子のための乾燥された有機
層を形成する方法の流れ図である。
【図５】図５は、本教示の種々の実施形態による、種々の堆積条件下で形成される３つの
異なる膜形態を図示する、概略図である。
【図６】図６は、本教示の種々の実施形態による、有機発光素子のための結晶質有機層を
形成する方法の流れ図である。
【図７】図７は、本教示の種々の実施形態による、光取り出し層として、熱印刷された低
屈折率正孔輸送材料（ＨＴＭ）を使用して構築することができる、ＯＬＥＤ積層を図示す
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る、概略図である。
【図８】図８は、本教示の種々の実施形態による、有機層の屈折率を低下させる方法の流
れ図である。
【図９】図９は、本教示の種々の実施形態による、有機発光素子中の光散乱を増加させる
方法の流れ図である。
【図１０Ａ】図１０Ａは、本教示の種々の実施形態による、ファブリペロー（ＦＰ）マイ
クロキャビティの基本モードの略図であって、ｍ＝１、対応する共振波長は、２ｎに等し
く（すなわち、λ＝２ｎ）、キャビティ内の他の波長は、再配列された光学モード密度の
ため、抑制される。
【図１０Ｂ】図１０Ｂは、本教示の種々の実施形態による、図１０Ａに示されるファブリ
ペロー（ＦＰ）マイクロキャビティに対するＥＭＬの位置付けの略図である。
【図１１】図１１は、本教示の種々の実施形態に従って達成することができる、ファブリ
ペロー（ＦＰ）マイクロキャビティモード（ｍ＝２）の略図である。
【図１２】図１２は、本教示の種々の実施形態による、素子積層の概略図であって、発光
層（ＥＭＬ）は、マイクロキャビティの波腹位置に形成され、光放出を向上させるために
使用される。
【図１３】図１３は、本教示の種々の実施形態による、ＨＩＬ２厚（ｘｎｍ）の関数とし
て、青色ＯＬＥＤ発光色度を示す、グラフである。
【図１４】図１４は、本教示の種々の実施形態による、有機発光素子のためのマイクロキ
ャビティを形成する方法の流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　種々の実施形態によると、ＯＬＥＤは、アノードとカソードとの間に配置され、それら
と電気接続する、少なくとも１つの有機層を備えているように形成される。電流が印加さ
れると、有機層に、アノードは、正孔を注入し、カソードは、電子を注入する。注入され
た正孔および電子は、それぞれ、反対の電荷を帯びた電極に向かって移動する。電子およ
び正孔が、有機層内の同一の分子上に局在すると、励起されたエネルギー状態を有する局
在電子－正孔対を備えている「励起子」が、形成される。光は、光電子放出機構を介して
、励起子が緩和すると、放出される。
【００２６】
　方法は、ＯＬＥＤ素子または他の有機多層光発生構造の特性を制御するために、緩衝層
を含む種々の層を形成するステップを含むことができる。例えば、緩衝層または他の層が
、素子内に形成され、含まれることができ、該他の層は、正孔注入層（ＨＩＬ）、正孔輸
送層（ＨＴＬ）、発光層（ＥＭＬ）、電子輸送層（ＥＴＬ）、電子注入層（ＥＩＬ）、お
よび遮断層（ＢＬ）のうちの少なくとも１つを備えている。保護層等の他の層もまた、結
果として生じる素子に形成、および／または組み込まれることができる。インク濃度、堆
積（蓄積）率、質量堆積率、焼成温度、および／または焼成時間等の１つ以上のパラメー
タが、本明細書に説明されるように、最初の焼成される有機層、緩衝層、または任意の他
の層が、１つ以上のＯＬＥＤ用途に好適な層を作製するための所望の特性を具備し得るよ
うに、採用および／または調節されることができる。
【００２７】
　インクジェット印刷、熱印刷、または両方は、層のうちの１つ以上を形成するために使
用されることができ、多くのパラメータのうちの１つ以上を調節することによって、制御
されることができる。パラメータは、有機層構造および粗度を変化させるため、および、
有機層内に一意の特徴を生成するために調整されることができる。インクジェット印刷お
よび／または熱印刷条件を制御することによって、有機層の構造および特性は、ＯＬＥＤ
性能の１つ以上の側面が向上され得るように適応されることができる。膜堆積プロセスは
、基板上への膜材料の蓄積を伴い得、堆積される材料が、最初に、分子レベルで堆積し、
次いで、集塊を形成する。集塊は、次いで、島状構造となるサイズに成長し、次いで、合
体し、最後に、連続膜を形成することができる。低充填密度および強結合指向性を有する
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典型的有機材料の場合、これらは、非晶質状態で堆積されることができる。熱照射の影響
下または溶媒蒸気の存在下、有機分子は、膜成長の間、表面移動、再配列、および／また
は緩和を受け得、これは、結果として、特に高堆積率での円柱状または結晶質構造の成長
につながり得る。さらに、膜が、熱処理を受け、表面張力が内部摩擦を克服するほど十分
に粘度が低い場合、膜は、リフローを開始することができる。膜が、下層基板と適切に適
合しない場合、基板を引き上げ、そこから除湿を開始することができ、その結果、例えば
、スピノーダル分解によって、異なる表面パターンを形成し得る。ある場合には、本教示
のインクジェット印刷および／または熱印刷された膜は、例えば、シード層または緩衝層
として作用し、他の層の堆積のためのクッションを提供することができる。ある場合には
、他の層が、ＯＬＥＤ積層の残りの層を備えていることができる。インクジェット印刷お
よび／または熱印刷と堆積後熱処理の組み合わせを使用して、マイクロまたはナノスケー
ルにおいて、独特の表面パターンを生成することができる。層厚が、変更されることがで
きるか、または有機層の表面粗度が、変更されることができ、そのような変更は、光度効
率等の特徴を向上させるために実装され得る。
【００２８】
　図面を参照すると、図１は、本教示の種々の実施形態による、プロセスフロー１０を示
す、流れ図である。ＯＬＥＤ基板２０は、基板フロントエンド３０の一部として提供され
ることができる。ＨＩＬ／ＨＴＬインク４０が、インクジェット印刷または熱印刷５０を
使用して、ＯＬＥＤ基板２０に適用され、基板フロントエンド３０を構築することができ
る。基板フロントエンド３０は、インク移転後、焼成後処理６０に曝されることができる
。基板バックエンド７０は、次いで、最終ＯＬＥＤ８０が形成され得るように、完成した
フロントエンド上に構築されることができる。
【００２９】
　残りの図面を参照すると、異なる図面において使用される同じ参照番号は、他の図面に
関連して説明されるような同一の層材料および厚さを示す。図２Ａ－２Ｄは、本教示に従
って形成される層堆積シーケンスを伴う、素子積層の概略図である。積層はそれぞれ、フ
ロントエンド（ＦＥ）、介在インクジェット印刷または熱印刷された正孔輸送材料（ＨＴ
Ｍ）層８８、およびバックエンド（ＢＥ）を有する。図２Ａは、本教示の種々の実施形態
に従って製作され得る、ＯＬＥＤ積層の略図である。積層のフロントエンドは、アノード
８２、ＨＩＬ８４、およびＨＴＭ層８６を備えていることができる。積層のバックエンド
は、ＨＴＬ９０、ＥＭＬ９４、ＥＴＬ９６、およびカソード９８を備えていることができ
る。追加の層、置換層、または異なる配列の層もまた、使用されることができる。アノー
ド８２は、例えば、インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）を含むことができる。ＨＩＬ８４は
、任意の好適な厚さ、例えば、１０ｎｍ～５０ｎｍ厚または３０ｎｍ厚であることができ
、例えば、米国特許出願公開第ＵＳ２０１１／００５７１７１Ａ１号に説明され、参照す
ることによって全体として本明細書に組み込まれる材料を含むことができる。ＨＴＭ層８
６は、任意の好適な厚さ、例えば、１０ｎｍ～３０ｎｍ厚または２０ｎｍ厚であることが
でき、例えば、米国特許出願公開第ＵＳ２００７／０１３４５１２Ａ１号に示され、参照
することによって全体として本明細書に組み込まれる化学式２の材料を含むことができる
。ＨＴＬ９０は、任意の好適な厚さ、例えば、１０ｎｍ～３０ｎｍ厚または２０ｎｍ厚で
あることができ、ＮＰＢを含むことができる。ＥＭＬ９４は、任意の好適な厚さ、例えば
、１０ｎｍ～５０ｎｍ厚または３０ｎｍ厚であることができる。ＥＴＬ９６は、任意の好
適な厚さ、例えば、１０ｎｍ～３０ｎｍ厚または２０ｎｍ厚であることができ、例えば、
米国特許出願公開第ＵＳ２００９／０１６７１６２Ａ１号に説明され、参照することによ
って全体として本明細書に組み込まれる材料を含むことができる。カソード９８は、フッ
化リチウムおよび／またはアルミニウムを含むことができる。
【００３０】
　図２Ｂは、本教示による、別のＯＬＥＤ積層の略図である。積層のフロントエンド（Ｆ
Ｅ）は、アノード８２およびＨＩＬ８４を備えていることができる。積層のバックエンド
（ＢＥ）は、ＨＴＬ９０、ＥＭＬ９４、ＥＴＬ９６、およびカソード９８を備えているこ
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とができる。種々の層の厚さは、図２Ａに関連して説明されるものと同一であることがで
きる。
【００３１】
　図２Ｃは、本教示の種々の実施形態による、さらに別の積層の略図である。積層のフロ
ントエンド（ＦＥ）は、アノード８２およびＨＩＬ８４を備えていることができる。積層
のバックエンド（ＢＥ）は、ＨＴＭ層８６、ＨＴＬ９０、ＥＭＬ９４、ＥＴＬ９６、およ
びカソード９８を備えていることができる。種々の層の厚さは、図２Ａに関連して説明さ
れるものと同一であることができる。
【００３２】
　図２Ｄは、本教示の種々の実施形態による、さらに別の積層の略図である。積層のフロ
ントエンド（ＦＥ）は、アノード８２、ＨＩＬ８４、およびＨＴＭ層８６を備えているこ
とができる。積層のバックエンド（ＢＥ）は、別のＨＴＭ層８６、ＨＴＬ９０、ＥＭＬ９
４、ＥＴＬ９６、およびカソード９８を備えていることができる。種々の層の厚さは、図
２Ａに関連して説明されるものと同一であることができる。
【００３３】
　本教示のインクジェット印刷または熱印刷方法は、いくつかのパラメータのいずれかを
変更することによって、膜厚が修正されることを可能にする。例えば、本方法は、液体イ
ンク中の具体的有機材料濃度、具体的印刷ピッチ、ピクセルあたりの具体的インク滴下数
、および／または具体的蒸着条件（例えば、圧力、温度、および持続時間）の使用を伴い
得る。ＨＩＬまたはＨＴＬを堆積させるためのインク調製は、続いて使用されるであろう
、具体的ＥＭＬインクを考慮することができる。「フロントエンド」（ＦＥ）は、インク
ジェット印刷または熱印刷前に堆積されるそれらの層および行われるステップを指す。Ｏ
ＬＥＤフロントエンドプロセスは、基板化学洗浄、漱ぎ、焼成、ＵＶオゾン処理、酸素プ
ラズマ洗浄、およびＶＴＥまたは他の堆積方法による、ＨＩＬまたはＨＴＬの塗膜を含む
ことができる。「バックエンドプロセス」（ＢＥ）は、ＶＴＥによるＨＩＬまたはＨＴＬ
の塗膜、ＥＭＬの堆積、ＥＴＬの堆積、および電極の形成を含むことができる。プロセス
が、アノードまたはカソードから開始するかどうかに応じて、ＦＥまたはＢＥと関連付け
られた層は、反転されることができる。本教示による、いくつかのＦＥおよびＢＥプロセ
スの実施例が、図３に示される。
【００３４】
　図３は、ＦＥおよびＢＥ層と、ＨＴＭ層を形成するために使用され得る、種々の堆積技
法および堆積技法の組み合わせとを図示する、概略図である。図から分かるように、ＶＴ
Ｅプロセス、熱印刷プロセス、インクジェット印刷プロセス、またはそれらの組み合わせ
を使用して、例えば、厚さを変えた異なるＨＴＭ層を形成することができる。堆積技法は
、本教示に従って、素子発光スペクトルを調整するように適応されることができる。フロ
ントエンド（ＦＥ）においてアノード８２およびＨＩＬ８４を備えたＯＬＥＤ積層が、示
される。ＨＴＭ層１００は、フロントエンドとバックエンドとの間に位置し、熱印刷、イ
ンクジェット印刷、ＶＴＥ、またはそれらの組み合わせによって、堆積されることができ
る。バックエンドは、ＨＴＬ９０、ＥＭＬ９４、ＥＴＬ９６、およびカソード９８を備え
ていることができる。ＨＴＭ層１００の４つの異なる実施形態が、示される。実施形態Ａ
は、ＶＴＥ－ＨＴＭ層１０２後、インクジェット印刷または熱印刷されたＨＴＭ層８８を
形成することを含む。実施形態Ｂは、インクジェット印刷または熱印刷単独によって、Ｈ
ＴＭ層８８を形成するステップを含む。実施形態Ｃは、ＶＴＥ－ＨＴＭ層１０４の形成と
組み合わせて、インクジェット印刷または熱印刷によって、ＨＴＭ層８８を形成すること
を含む。実施形態Ｄは、第１のＶＴＥ－ＨＴＭ層１０２を形成することと、インクジェッ
ト印刷または熱印刷によって、ＨＴＭ層８８を形成することと、第２のＶＴＥ－ＨＴＭ層
１０４を形成することとを、この順序において、または別の順序において、含む。
【００３５】
　図４は、本教示によって提供される、有機発光素子のための乾燥された有機層を形成す
る熱印刷方法を図示する。方法は、適用、励起、移転、および焼成ステップを含むことが
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できる。例えば、図４は、本教示による、有機発光素子のための乾燥された有機層を形成
する方法１１０の流れ図である。適用ステップ１２０後、励起ステップ１３０、移転ステ
ップ１４０、および焼成ステップ１５０が続くように示される。
【００３６】
　液体インクが、最初に、有機発光素子の層を形成するために、移転表面に適用されるこ
とができる。液体インクは、キャリア流体、および溶解または懸濁された膜を形成する有
機材料によって規定されることができる。移転表面は、次いで、実質的に、キャリア流体
を蒸発させ、乾燥膜有機材料を移転表面上に形成するように励起されることができる。乾
燥膜有機材料は、次いで、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相において、基板上に堆積さ
れるように、移転表面から、基板に移転されることができる。移転表面は、移転の際、基
板から、約１．０μｍ～約５０．０ｍｍの距離、例えば、基板から、約１０．０μｍ～約
１００．０μｍの距離に位置付けられることができる。乾燥膜有機材料は、約０．１ｎｍ
／秒～約１．０ｍｍ／秒の率で層厚を築き上げるように堆積され、焼成前有機層を基板上
に形成することができる。焼成前有機層は、約５０℃～約２５０℃の第１の焼成温度にお
いて、約５．０ミリ秒～約５．０時間の第１の焼成時間の間、焼成され、有機発光素子の
ための第１の焼成された有機層を形成することができる。
【００３７】
　任意のタイプの移転表面または組み合わせの移転表面タイプが、本教示の方法とともに
採用されることができる。移転表面タイプの実施例として、ノズル、平坦表面、およびチ
ャネルが挙げられ得る。任意の数の移転表面が、採用されることができ、任意の特定の移
転表面は、インク、有機材料、または他の種類の材料を吐出または別様に移転するための
１つ以上の開口部を備えていることができる。有機材料は、１つ以上のタイプの有機分子
を含むことができる。「有機材料」は、本明細書で説明される場合、少なくとも１つの種
類の有機材料を含むが、有機材料はまた、無機性質の不純物または少量の無機材料を含む
ことができる。
【００３８】
　移転ステップは、有機材料を基板上に移転することを含むことができる。移転表面は、
少なくとも１つの有機材料の堆積の間、基板から任意の所望の距離に位置付けられること
ができ、選定される距離は、所望の特性を堆積される有機層に提供するために利用される
ことができる。移転表面と基板との間の距離は、例えば、約１．０μｍ～約５００ｍｍ、
約２０μｍ～約１０ｍｍ、約３０μｍ～約２．０ｍｍ、約１０．０μｍ～約１００．０μ
ｍ、約４０μｍ～約６０μｍ、または約５０μｍであることができる。これらの距離は、
焼成ステップを含まない実施形態においても使用されることができる。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、インクジェット印刷技法が、熱印刷技法の代わりに、堆積ス
テップのために使用される。インクジェット印刷または熱印刷が使用されるかどうかにか
かわらず、焼成前有機層が形成され、次いで、以下に説明されるように、さらに処理され
ることができる。
【００４０】
　堆積ステップの間に堆積される少なくとも１つの有機材料は、任意の所望の率において
、層厚を築き上げ、焼成前有機層を形成することができる。例えば、層厚は、約０．１ｎ
ｍ／秒～約１．０ｍｍ／秒、約０．５ｎｍ／秒～約７５０μｍ／秒、約１．０ｎｍ／秒～
約６００μｍ／秒、約５．０ｎｍ／秒～約５００μｍ／秒、約１０ｎｍ／秒～約４００μ
ｍ／秒、約２５ｎｍ／秒～約２５０μｍ／秒、約５０ｎｍ／秒～約１００μｍ／秒、約１
００ｎｍ／秒～約１．０μｍ／秒、約１５０ｎｍ／秒～約７５０ｎｍ／秒、または約２５
０ｎｍ／秒～約５００ｎｍ／秒の率において、築き上げられることができる。
【００４１】
　焼成前有機層または堆積される任意の他の有機層は、任意の所望の温度において、任意
の所望の持続時間の間、焼成されることができる。好ましくは、層は、少なくとも、移転
される有機材料のガラス転移温度の温度において焼成される。焼成温度は、約３０℃～約
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４５０℃、約４０℃～約４００℃、約４５℃～約３００℃、約５０℃～約２５０℃、約５
５℃～約２３５℃、約６０℃～約２２０℃、約７０℃～約２０５℃、約８０℃～約１８０
℃、または約１００℃～約１６０℃であることができる。
【００４２】
　焼成持続時間または２つの異なる焼成時間の間の焼成持続時間の差異は、約５．０ミリ
秒～約５．０時間、約１０ミリ秒～約２．５時間、約５０ミリ秒～約１．５時間、約１０
０ミリ秒～約１．０時間、約２５０ミリ秒～約３０分、約５００ミリ秒～約１５分、約１
．０秒～約１０分、約５．０秒～約２．５分、約１０秒～約１．０分、約１５秒～約５０
秒、または約２０秒～約４５秒であることができる。例えば、焼成は、基板を高温まで加
熱し、一定期間の間、例えば、約３分、約１５０℃～約１８０℃に保持することができる
。温度は、ＨＩＬまたはＨＴＬ有機材料のガラス転移温度に近づき、またはそれを超え、
有機材料をリフローまたは再配列させ、したがって、表面粗度を最小限にすることができ
る。焼成温度および時間は、層の結晶化または再蒸発を防止するように、ある限界を超え
ないように設定されることができる。
【００４３】
　方法は、任意の所望の回数だけ行われ、任意の所望の層数を形成することができる。複
数の焼成された有機層が形成される場合、各後続層の焼成温度は、以前に焼成された層ま
たは複数の層を焼成するために使用された焼成温度未満であるべきである。すなわち、各
層からのガラス転移温度まで加熱することが所望される場合、各続いて焼成される層のガ
ラス転移温度は、以前に焼成された層の移動または改変を防止あるいは最小限にするよう
に、任意の先行焼成層のガラス転移温度未満であるべきである。２つの連続して堆積され
る層の焼成温度および／またはガラス転移温度の差異は、約１．０℃～約５００℃、約１
５℃～約２５０℃、約２０℃～約１００℃、約２５℃～約７５℃、約４０℃～約７０℃、
または約４５℃～約６５℃であることができる。例えば、第１の有機層のための焼成温度
は、約５０℃～約２５０℃であることができ、第２の有機層のための焼成温度は、約５０
℃～約２３５℃であることができるが、第１の層のために使用されたもの未満であり、第
３の有機層のための焼成温度は、約５０℃～約２２０℃であることができるが、第２の層
のために使用されるもの未満である等となる。いくつかの実施形態では、特定の有機層は
、１つ以上の温度で焼成されることができる。後続層のための焼成持続時間は、以前の層
の焼成時間と同一またはそれ未満であることができる。例えば、第２の焼成時間は、第１
の焼成時間未満であることができ、第３の焼成時間は、第２の焼成時間未満であることが
でき、第４の焼成時間は、第３の焼成時間未満であることができ、第５の焼成時間は、第
４の焼成時間未満であることができる。
【００４４】
　本明細書により詳細に説明されるように、インク濃度、堆積（移転／蓄積）率、質量堆
積率、焼成温度、および／または焼成時間等の１つ以上のパラメータが、特定の所望の特
性を伴う有機層を産生するために、採用および／または変動されることができる。例えば
、堆積率および焼成時間のうちの少なくとも１つは、有機層が、結晶質性を有するように
調節されることができる。より高速の堆積（移転蓄積）率、より高い温度における焼成、
および／またはより長い焼成時間の間の焼成の採用は、結晶質層の達成を支援することが
できる。堆積率および焼成時間のうちの少なくとも１つは、有機層が、多孔性を有するよ
うに調節されることができる。いくつかの実施形態では、高速堆積率、低焼成温度、およ
び／または短焼成時間は、多孔性層をもたらすのに役立ち得る。より高い質量堆積率、低
焼成温度、および／または短焼成時間は、粗面層を産生するために使用されることができ
る。堆積率および焼成時間のうちの少なくとも１つは、焼成された層が、粗面性を有する
ように調節されることができる。
【００４５】
　図５は、本教示の種々の実施形態による、種々の堆積条件下で形成される３つの異なる
膜形態を図示する、概略図である。正孔輸送材料（ＨＴＭ）は、ガラス基板上に積層され
たインジウムスズ酸化物層を含み得るアノード８２に融剤をインクジェット印刷する、ま
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たは融剤を熱印刷することによって、堆積されることができる。図の左側に示される積層
では、ナノ結晶質形態を有するインクジェット印刷または熱印刷されたＨＴＭ層１０６が
、アノード８２上に形成され、ＶＴＥ－ＨＴＭ層１０２、ＨＴＬ９０、ＥＭＬ９４、ＥＴ
Ｌ９６、およびカソード９８によって覆われて示される。図の中央に示される積層では、
ナノ多孔性形態を有するインクジェット印刷または熱印刷されたＨＴＭ層１０８が、アノ
ード８２上にあり、ＶＴＥ－ＨＴＭ層１０２、ＨＴＬ９０、ＥＭＬ９４、ＥＴＬ９６、お
よびカソード９８と続くように示される。図の右側に示される積層では、粗面／高密度Ｈ
ＴＭ層１０３が、アノード８２上にあり、ＨＴＬ９１、ＥＭＬ９５、ＥＴＬ９６、および
カソード９８が続くように示される。
【００４６】
　移転表面から移転される有機材料の移転率は、例えば、特定の時間期間にわたって吐出
される有機材料の質量の観点から、調節されることができる。質量移転率は、約０．５ｎ
ｇ／秒～約５００μｇ／秒、約１．０ｎｇ／秒～約１００μｇ／秒、約５．０ｎｇ／秒～
約８０μｇ／秒、約１５ｎｇ／秒～約１０μｇ／秒、約５０ｎｇ／秒～約１μｇ／秒、約
１００ｎｇ／秒～約５００ｎｇ／秒、または約２００ｎｇ／秒～約４００ｎｇ／秒である
ことができる。
【００４７】
　有機層は、任意の所望の厚さから形成されることができる。有機層は、約０．５ｎｍ～
約１００μｍ、約１．０ｎｍ～約５０μｍ、約１０ｎｍ～約１０μｍ、約２０ｎｍ～約１
．０μｍ、約５０ｎｍ～約５００ｎｍ、または約１００ｎｍ～約３００ｎｍの厚さを有す
ることができる。
【００４８】
　有機層のいずれも、任意の所望の密度から形成されることができる。有機層は、約０．
１ｇ／ｃｍ３～約７．５ｇ／ｃｍ３、約０．２５ｇ／ｃｍ３～約５．０ｇ／ｃｍ３、約０
．５ｇ／ｃｍ３～約２．５ｇ／ｃｍ３、約１．０ｇ／ｃｍ３～約２．０ｇ／ｃｍ３、また
は約１．２５ｇ／ｃｍ３～約１．５ｇ／ｃｍ３の密度を有することができる。
【００４９】
　有機層のいずれも、任意の所望の表面粗度から形成されることができる。有機層は、１
０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として表される、約０．１ｎｍ～約１０
μｍ、約０．２５ｎｍ～約５．０μｍ、約０．５ｎｍ～約１．０μｍ、約０．５ｎｍ～約
１０．０ｎｍ、約１．０ｎｍ～約５００ｎｍ、約５．０ｎｍ～約２５０ｎｍ、約１０ｎｍ
～約１２５ｎｍ、約２０ｎｍ～約１００ｎｍ、約２５ｎｍ～約７５ｎｍ、または約４０ｎ
ｍ～約５０μｍの表面粗度を有することができる。例えば、粗度は、２０ｎｍ未満または
５ｎｍ未満のスケールで提供されることができる。いくつかの実施形態では、測定される
面積は、１０μｍ×１０μｍ表面である。
【００５０】
　第１の焼成される有機層または本明細書に説明される任意の他の有機層は、正孔注入層
、正孔輸送層、発光層、電子輸送層、電子注入層、および遮断層のうちの少なくとも１つ
を備えていることができる。本明細書で使用される場合、用語「有機」は、光電子素子を
製作するために使用され得る、小分子有機材料ならびに高分子を含むことができる。小分
子は、高分子ではない、任意の有機材料を指すことができ、「小分子」は、サイズおよび
／または質量が比較的に大きいことが可能である。小分子は、反復単位を含むことができ
る。小分子はまた、例えば、高分子骨格上のペンダント基として、または骨格の一部とし
て、高分子に組み込まれることができる。小分子はまた、核部分に構築された一連の化学
殻から成るデンドリマーの核部分としての役割も果たすことができる。デンドリマーの核
部分は、蛍光性または燐光性小分子エミッタであることができる。デンドリマーは、「小
分子」であることができ、ＯＬＥＤの分野で使用される全デンドリマーは、小分子である
ことができる。小分子は、概して、単一の分子量を伴う明確な化学式を有する一方、高分
子は、化学式および分子量範囲または分子毎に変動し得る重量を有する。本明細書で使用
される場合、「有機」はまた、ある場合には、炭化水素およびへテロ原子置換炭化水素リ
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ガンドの金属錯体を含むことができる。
【００５１】
　任意の好適な正孔注入材料が、正孔注入層または他の層のために採用されることができ
る。正孔注入層（ＨＩＬ）は、アノードから正孔注入材料への効率的正孔注入を提供する
ように、アノード表面を平坦化または湿潤させることができる。いくつかの実施形態では
、正孔注入層は、スピン塗膜された高分子、例えば、ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ等の溶液堆積さ
れた材料を含むことができるか、または蒸着された小分子材料、例えば、ＣｕＰｃまたは
ＭＴＤＡＴＡを含むことができる。正孔注入層はまた、それらの本明細書に説明される相
対的イオン化ポテンシャル（ＩＰ）エネルギーによって定義されるような、ＨＩＬの第１
の側の隣接するアノード層およびＨＩＬの第２の反対側の正孔輸送層と好ましく調和する
ＨＯＭＯ（最高占有分子軌道）エネルギー準位を有する電荷担持成分を有することができ
る。「電荷担持成分」は、実際に正孔を輸送する、ＨＯＭＯエネルギー準位に関与する材
料である。この成分は、ＨＩＬの基材であることができる、またはドーパントであること
ができる。ドープされたＨＩＬの使用は、ドーパントが、その電気特性のために選択され
、主体が、濡れ性、可撓性、頑丈さ等の形態特性のために選択されることを可能にする。
ＨＩＬ材料の特性は、正孔が、アノードからＨＩＬ材料に効率的に注入され得るように提
供されることができる。ＨＩＬの厚さは、アノード層の表面を平坦化または湿潤させるの
に役立つために十分な厚さ、例えば、約１０ｎｍ～約５０ｎｍの厚さであることができる
。
【００５２】
　任意の好適な正孔輸送材料は、正孔輸送層または他の層のために採用されることができ
る。例えば、正孔輸送層は、正孔を輸送可能な材料を含むことができる。正孔輸送層は、
真性（ドープされていない）であることができるか、またはドープされることができる。
ドーピングは、伝導性を向上させるために使用されることができる。α－ＮＰＤおよびＴ
ＰＤは、真性正孔輸送層の実施例である。Ｆｏｒｒｅｓｔ、他の米国特許出願公開第ＵＳ
２００３／０２３０９８０Ａ１号に説明され、参照することによって全体として本明細書
に組み込まれる、ｐ－ドープ正孔輸送層の実施例は、モル比５０：１において、Ｆ４－Ｔ
ＣＮＱでドープされたｍ－ＭＴＤＡＴＡである。他の正孔輸送層も、使用されることがで
きる。
【００５３】
　任意の好適な発光材料が、発光層（ＥＭＬ）のために採用されることができる。ＥＭＬ
は、電流がアノードとカソードとの間を通過されると、光を放出可能な有機材料を備えて
いることができる。発光層は、燐光性発光材料を含むことができるが、蛍光性発光材料が
、代わりに、または加えて、使用されることもできる。燐光性材料は、より高い発光効率
を有することができる。発光層はまた、発光材料でドープされた、電子および／または正
孔を輸送可能な主体材料を含むことができ、発光材料は、例えば、電子、正孔、および／
または（励起子が光電子放出機構を介して発光材料から緩和するような）励起子を捕捉し
得る。発光層は、輸送および発光特性を組み合わせる、単一材料を含むことができる。発
光材料が、ドーパントまたは主成分であるかどうかにかかわらず、発光層は、発光材料の
発光を調整する、ドーパント等の他の材料を含むことができる。ＥＭＬは、組み合わせて
、光の所望のスペクトルを放出可能な複数の発光材料を含むことができる。燐光性発光材
料の実施例として、Ｉｒ（ｐｐｙ）３が挙げられる。蛍光性発光材料の実施例として、Ｄ
ＣＭおよびＤＭＱＡが挙げられる。主体材料の実施例として、Ａｌｑ３、ＣＢＰ、および
ｍＣＰが挙げられる。発光材料および主体材料の実施例は、Ｔｈｏｍｐｓｏｎ、他の米国
特許第ＵＳ６，３０３，２３８Ｂ１号に説明されており、参照することによって全体とし
て本明細書に組み込まれる。
【００５４】
　発光材料は、いくつかの方法でＥＭＬ内に含まれることができる。例えば、発光小分子
が、高分子内に組み込まれることができる。例えば、小分子は、共重合体を形成するよう
に、高分子の骨格内への組み込みによって、または高分子上にペンダント基として結合す
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ることによって、別個かつ異なる分子種として、高分子内に組み込まれることができる。
他の発光層材料および構造も、使用されることができる。例えば、小分子発光材料は、デ
ンドリマーの核として存在することができる。
【００５５】
　任意の好適な電子輸送材料が、電子輸送層のために採用されることができる。電子輸送
層は、電子を輸送可能な材料を含むことができる。電子輸送層は、真性である（ドープさ
れていない）か、またはドープされることができる。ドーピングは、伝導性を向上させる
ために使用されることができる。Ａｌｑ３は、真性電子輸送層の実施例である。ｎ－ドー
プ電子輸送層の実施例は、Ｆｏｒｒｅｓｔ、他の米国特許出願公開第ＵＳ２００３／０２
３０９８９０Ａ１号に説明され、参照することによって全体として本明細書に組み込まれ
るように、モル比１：１において、ＬｉでドープされたＢＰｈｅｎである。他の電子輸送
層も、代わりに、または加えて、使用されることができる。
【００５６】
　任意の好適な電子注入材料が、電子注入層のために採用されることができる。電子注入
層は、電子輸送層内への電子の注入を改善する、任意の層であることができる。ＬｉＦ／
Ａｌは、隣接する層から、電子を電子輸送層に注入する、電子注入層として使用され得る
、材料の実施例である。他の材料または材料の組み合わせも、注入層のために使用される
ことができる。注入層の実施例は、米国特許出願公開第ＵＳ２００４／０１７４１１６Ａ
１号に提供されており、参照することによって全体として本明細書に組み込まれる。
【００５７】
　遮断層は、ＥＭＬを離れる、電荷キャリア（電子または正孔）の数および／または励起
子の数を低減させるために使用されることができる。電子遮断層は、ＥＭＬとＨＴＬとの
間に位置し、電子が、ＨＴＬの方向に発光層から離れないように遮断することができる。
含まれる場合、正孔遮断層は、ＥＭＬとＥＴＬとの間に位置し、正孔が、電子輸送層の方
向に発光層から離れないように遮断することができる。遮断層はまた、または代わりに、
励起子が、発光層から拡散しないように遮断するために使用されることができる。遮断層
の理論および使用は、Ｆｏｒｒｅｓｔ、他の米国特許第６，０９７，１４７号および米国
特許出願公開第ＵＳ２００３／０２３０９８９０Ａ１号により詳細に説明されており、参
照することによって全体として本明細書に組み込まれる。「遮断層」は、必ずしも、電荷
キャリアおよび／または励起子を完全に遮断するわけではないが、素子を通る電荷キャリ
アおよび／または励起子の輸送を有意に阻害する障壁を提供することができる層である。
素子内のそのような遮断層の存在は、実質的に、遮断層を欠いた類似素子と比較して、よ
り高い効率をもたらすことができる。遮断層は、ＯＬＥＤの所望の領域に発光を閉じ込め
るために使用されることができる。
【００５８】
　保護層は、後続製作プロセスの間、下層を保護するために使用されることができる。例
えば、金属または金属酸化物電極を製作するために使用されるプロセスは、有機層に損傷
を及ぼし得、保護層は、そのような損傷を低減または排除するために使用されることがで
きる。保護層は、素子の動作電圧を有意に増加させないように、輸送するキャリアのタイ
プに対して、高キャリア移動度を有することができる。ＣｕＰｃ、ＢＣＰ、および種々の
金属フタロシアニンは、保護層内で使用され得る材料の実施例である。他の材料または材
料の組み合わせも、使用されることができる。保護層の厚さは、好ましくは、有機保護層
が堆積された後に生じる、製作プロセスによる下層への損傷が最小限となるように十分に
厚いが、素子の動作電圧を有意に増加させるほど厚くないものであることができる。保護
層は、その伝導性を増加させるようにドープされることができる。例えば、ＣｕＰｃまた
はＢＣＰ保護層は、Ｌｉでドープされることができる。保護層は、米国特許出願公開第Ｕ
Ｓ２００４／０１７４１１６Ａ１号に説明され、参照することによって全体として本明細
書に組み込まれるように採用されることができる。
【００５９】
　本明細書の装置および方法によって堆積され得る材料として、とりわけ、有機材料、金
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属材料、ならびに、無機半導体および絶縁体（例えば、無機酸化物、カルコゲニド、ＩＶ
族半導体、ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体、およびＩＩ－ＶＩ族半導体）が挙げられる。以下
の材料または当技術分野において公知のその他のいずれかが、採用され得る：４，４′－
Ｎ，Ｎ－ジカルバゾール－ビフェニルｍ－ＭＴＤＡＴＡ：４，４′，４”－トリス（３－
メチルフェニルフェンリアミノ）トリフェニルアミン（ＣＢＰ）；８－トリス－ヒドロキ
シキノリン・アルミニウム（Ａｌｑ３）；４，７－ジフェニル－１，１０－フェナントロ
リン（Ｂｐｈｅｎ）；テトラフルオロ－テトラシアノ－キノジメタン（Ｆ４－ＴＣＮＱ）
；トリス（２－フェニルピリジン）－イリジウム（Ｉｒ（ｐｐｙ）３）；２，９－ジメチ
ル－４，７－ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（ＢＣＰ）；銅フタロシアニン（
ＣｕＰｃ）；インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）；Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ－Ｎ′－ジ（
１－ナフチル）－ベンジジン（ＮＰＤ）；Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ－Ｎ′－ジ（３－ト
リ）－ベンジジン（ＴＰＤ）；１，３－Ｎ，Ｎ－ジカルバゾール－ベンゼン（ｍＣＰ）；
４－（ジシアノエチレン）－６－（４－ジメチルアミノスチリル－２－メチル）－４Ｈ－
ピラン（ＤＣＭ）；Ｎ，Ｎ′－ジメチルキナクリドン（ＤＭＱＡ）；ポリ（３，４－エチ
レンジオキシチオフェン）（ＰＥＤＯＴ）とポリスチレンスルホン酸（ＰＳＳ）の水分散
液；Ｎ、Ｎ′－ジ（ナフタレン－１－ｙｌ）－Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－ベンジジン（ＮＰ
Ｂ）、および第ＵＳ２００９／００４５７３９Ａ１号に説明され、参照することによって
全体として本明細書に組み込まれる、他の材料；第ＵＳ２００９／０１６７１６２Ａ１号
に説明され、参照することによって全体として本明細書に組み込まれるもの等の電子輸送
材料；ならびに、例えば、第ＵＳ２００７／０１３４５１２Ａ１号に説明され、参照する
ことによって全体として本明細書に組み込まれる、正孔輸送材料。
【００６０】
　移転または別様に堆積されるべき材料は、特定の堆積方法と適合性があるように修正さ
れることができる。例えば、分岐または非分岐アルキルおよびアリール基等の置換基が、
溶液処理を受けるその能力を向上させるために、小分子内で使用されることができる。置
換基が、使用されることができる。非対称材料は、再結晶化する傾向が低くあり得るため
、非対称構造を伴う材料は、対称構造を有するものより優れた溶液処理可能性を有し得る
。デンドリマー置換基は、溶液処理を受ける小分子の能力を向上させるために使用される
ことができる。
【００６１】
　本教示の方法は、概して、インクジェット印刷または熱印刷用印刷ヘッドを採用し、少
なくとも１つの有機層または他の層を基板上に堆積させる。真空熱蒸着（ＶＴＥ）等によ
る他の手段による堆積も、代替として、または加えて、１つ以上の層を基板上に形成する
ために使用されることができる。例えば、本方法はさらに、真空熱蒸着によって、少なく
とも１つの有機材料または他の材料を基板および第１の焼成された有機層のうちの少なく
とも１つ上に堆積させ、有機層を形成することを含むことができる。真空熱蒸着ステップ
は、インクジェット印刷または熱印刷ステップ前および／または後に行われることができ
る。熱印刷、インクジェット印刷、真空熱蒸着、または他の堆積方法の任意の組み合わせ
を採用して、１つ以上の層を築き上げることができる。例えば、インクジェット印刷また
は熱印刷および真空熱蒸着の組み合わせを採用して、緩衝層を堆積させることができる。
インクジェット印刷または熱印刷および真空熱蒸着の組み合わせは、正孔注入層、正孔輸
送層、発光層、電子輸送層、および電子注入層のうちの少なくとも１つを築き上げるため
に採用されることができる。
【００６２】
　堆積ステップおよび焼成ステップのうちの少なくとも１つは、不活性雰囲気内で行われ
ることができる。他のステップもまた、不活性雰囲気内で行われることができる。任意の
好適な不活性雰囲気が、採用されることができる。例えば、窒素、ヘリウム、ネオン、ア
ルゴン、クリプトン、キセノン、または任意のそれらの組み合わせを含む、雰囲気が、採
用されることができる。非不活性雰囲気もまた、採用されることができる。不活性雰囲気
が採用されるとき、完全に不活性である必要はなく、低レベルの反応性分子を含むことが
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できる。ある場合には、窒素気体（Ｎ２）雰囲気が、１００ｐｐｍ以下の酸素気体を含む
ように使用されることができる。
【００６３】
　本教示に従って使用される基板は、所望の構造特性を提供する、任意の好適な基板であ
ることができる。基板は、可撓性または剛体であることができる。基板は、透明、半透明
、透光性、または不透明であることができる。プラスチックおよびガラスは、好ましい剛
体基板材料の実施例である。プラスチックおよび金属箔は、好ましい可撓性基板材料の実
施例である。基板は、回路の製作を促進する、半導体材料を含むことができる。例えば、
基板は、その上に回路が製作され、続いて、基板上に堆積されるＯＬＥＤ層を制御可能な
シリコンウエハを備えていることができる。他の基板材料も、使用されることができる。
基板の材料および厚さは、所望の構造および光学特性を得るために選定されることができ
る。
【００６４】
　１つ以上の電極が、本教示の方法、装置、およびシステム内で採用されることができる
。電極は、アノード、カソード、または両方を備えていることができる。第１の焼成され
た有機層または別の層は、電極に直に隣接して形成されることができる。第１の焼成され
た有機層または他の層は、直接、電極上に形成されることができる。第１の電極の移転、
堆積、または他の適用を含む方法はさらに、第２の電極を１つ以上の第１の焼成された有
機層上またはその上に堆積される層上に移転し、ＯＬＥＤ構造を形成することを含むこと
ができる。少なくとも１つの有機層または他の層が、第１の焼成された有機層と第２の電
極との間に堆積されることができる。
【００６５】
　ＯＬＥＤは、概して（常時ではないが）、電極のうちの少なくとも１つを通して光を放
出するように意図され、１つ以上の透明電極は、有機光電子素子において有用であり得る
。例えば、インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）等の透明電極材料が、使用されることができ
る。米国特許第５，７０３，４３６号および第５，７０７，７４５号に説明され、参照す
ることによって全体として本明細書に組み込まれるような透明上部電極が、使用されるこ
ともできる。透明底部電極が、透明上部電極の代わりに、またはそれと組み合わせて、使
用されることもできる。一方の電極を通してのみ、光を放出するように意図された素子の
場合、他方の電極は、透明である必要はなく、代わりに、高電気伝導性を有する、厚く、
かつ反射性の金属層を備えていることができる。一方の電極を通してのみ光を放出するよ
うに意図された素子の場合、他方の電極は、不透明および／または反射性であることがで
きる。電極が、透明である必要がない場合、より厚い層の使用は、より優れた伝導性およ
びより優れた安定性を提供することができ、反射性電極の使用は、透明電極に向かって光
を反射させることによって、他方の電極を通して放出される光の量を増加させることがで
きる。
【００６６】
　完全または部分的に透明である素子は、両方の電極が、少なくとも部分的に透明である
場合、本教示に従って作製されることができる。いくつかの実施形態では、側面放出型Ｏ
ＬＥＤが、製作されることができ、一方または両方の電極は、そのような素子内で不透明
または反射性であることができる。
【００６７】
　電極、アノード、またはカソードは、任意の好適な材料または材料の組み合わせから構
築されることができる。本教示に従って使用されるアノードは、正孔を有機層に輸送する
ために十分に伝導性である、任意の好適なアノードであることができる。アノード材料と
して、インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）、インジウム酸化亜鉛（ＩＺＯ）、アルミニウム
酸化亜鉛（ＡｌＺｎＯ）、および金属等の伝導性金属酸化物が挙げられ得る。アノードお
よび基板は、ＯＬＥＤ積層のアノード側からの発光を可能にする素子を生成するために十
分に透明であることができる。透明基板およびアノードの組み合わせの実施例は、ガラス
またはプラスチック（基板）上に堆積される市販のＩＴＯ（アノード）である。可撓性お



(22) JP 2016-149378 A 2016.8.18

10

20

30

40

50

よび透明基板アノードの組み合わせは、米国特許第５，８４４，３６３号および第ＵＳ６
，６０２，５４０Ｂ２号に説明されており、参照することによって全体として本明細書に
組み込まれる。アノードは、透光性、透明、半透明、不透明、および／または反射性であ
ることができる。アノードの材料および厚さは、所望の伝導性および光学特性を得るため
に選定されることができる。アノードが、透明である場合、特定の材料のための厚さの範
囲が存在し得、それによって、材料は、所望の伝導性を提供するために十分に厚いが、所
望の透明度、ある場合には、可撓性を提供するために十分に薄い。他のアノード材料およ
び構造も、使用されることができる。
【００６８】
　カソードは、カソードが、電子を伝導させ、素子の有機層内にそれらを注入可能である
ように、当技術分野において公知の任意の好適な材料または材料の組み合わせを含むこと
ができる。カソードは、透光性、透明、半透明、不透明、および／または反射性であるこ
とができる。金属および金属酸化物は、好適なカソード材料の実施例である。カソードは
、単一層を備えていることができる、または複合構造を有することができる。例えば、カ
ソードは、薄い金属層およびより厚い伝導性金属酸化物層を有する、複合カソードとして
提供されることができる。複合カソードでは、より厚い層のための材料として、ＩＴＯ、
ＩＺＯ、および当技術分野において公知の他の材料が挙げられ得る。米国特許第５，７０
３，４３６号、第５，７０７，７４５号、第ＵＳ６，５４８，９５６Ｂ２号、および第Ｕ
Ｓ６，５７６，１３４Ｂ２号（参照することによって全体として本明細書に組み込まれる
）は、Ｍｇ：Ａｇ等の金属の薄層と、上層の透明な電気的に伝導性であるスパッタ堆積さ
れたＩＴＯ層とを有する、複合カソードを含む、カソードの実施例を説明する。他のカソ
ード材料および構造も、使用されることができる。薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）および／
または他の電子要素も、ＯＬＥＤ内に、例えば、電極に隣接して、組み込まれることがで
きる。
【００６９】
　熱印刷は、米国特許出願公開第ＵＳ２００８／０３１１３０７Ａ１号、第ＵＳ２００８
／０３０８０３７Ａ１号、第ＵＳ２００６／０１１５５８５Ａ１号、第ＵＳ２０１０／０
１８８４５７Ａ１号、第ＵＳ２０１１／０００８５４１Ａ１号、第ＵＳ２０１０／０１７
１７８０Ａ１号、および第ＵＳ２０１０／０２０１７４９Ａ１号に説明され、参照するこ
とによって全体として本明細書に組み込まれるような方法およびインクを使用して行われ
ることができる。インクディスペンサおよび移転表面、例えば、組み合わせて、印刷ヘッ
ドを備えていることができるノズルが、採用されることができる。インクディスペンサは
、例えば、インクジェットを備えていることができ、移転表面は、実質的に、乾燥または
固体形態において、材料の膜を排出するように適応されることができる。液体インクを１
つ以上の移転表面上／内に吐出するための任意の数の開口部（オリフィス）を有する、イ
ンクジェットディスペンサが、採用されることができる。始動に応じて、インク液滴は、
チャンバから吐出されることができる。インクを吐出するための始動手段（例えば、熱お
よび／または機械的等のエネルギー源または複数源）は、複数の液滴が、実質的に同時に
吐出されるように構成されることができる。加えて、または代わりに、始動手段は、複数
の液滴が、各オリフィスから連続的に吐出されるように構成されることができる。液滴は
、複数のインク保持チャンバからアレイに向けられたオリフィスを使用して、単一標的微
小孔アレイ上に堆積されることができる。標的微小孔アレイと関連付けられた複数のチャ
ンバの各々は、液体インク液滴をそこに送達するための１つ以上のオリフィスを含むこと
ができる。
【００７０】
　採用され得る排出デバイスとして、例えば、米国特許出願公開第ＵＳ２００６／０１１
５５８５Ａ１号に説明され、参照することによって全体として本明細書に組み込まれるも
のが挙げられる。有機材料を基板上に堆積させるための例示的装置として、移転表面、例
えば、一端のノズルと、他端のリザーバ（チャンバ）とを有する、筐体が挙げられ得る。
リザーバは、ＯＬＥＤ膜を形成するために使用される有機成分を含むことができる。有機
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成分は、液体、固体、またはそれらの組み合わせであることができる。熱源は、リザーバ
およびその内容物を加熱するために提供されることができる。熱源は、例えば、約１００
℃～約７００℃の温度までの加熱を提供することができる。熱源または他の加熱器は、パ
ルス状様式において始動され、熱を排出デバイスに循環的に提供することができる。装置
筐体は、随意に、入口および出口を含むことができる。入口および出口は、キャリア気体
または輸送気体を受け取るように適応されたフランジによって画定されることができる。
キャリア気体は、任意の好適な気体または気体の組み合わせ、例えば、窒素、アルゴン、
または本明細書に説明される他の不活性気体等の不活性気体であることができる。送達経
路が、筐体内に形成され、キャリア気体の流動を誘導することができる。熱遮蔽が、排出
デバイスおよびその中またはその上に含まれる有機粒子を保護するように、熱照射を熱源
から偏向させるために位置付けられることができる。キャリア気体は、種々の実施形態に
よると、採用される必要はなく、使用されない。移転表面と基板との間の近接および好ま
しい濃度勾配は、有機または他の材料の移転を支援することができる。
【００７１】
　材料を基板上に堆積させるための例示的装置は、チャンバ、複数のオリフィス、移転表
面、および微小孔と称される１つ以上の微小多孔性導管を備えていることができる。チャ
ンバは、インクを液体形態で受け取り、インクをオリフィスから移転表面に通じさせるこ
とができる。インクは、例えば、キャリア液体または溶媒中に懸濁または溶解された粒子
を含むことができる。これらの粒子は、例えば、単一分子または原子、分子および／また
は原子の凝集、あるいは任意のそれらの組み合わせを含むことができる。移転表面は、区
画によって分離される微小孔を備えていることができる。微小孔は、その中に微小多孔性
材料を含むことができる。オリフィスに近位の移転表面の表面は、移転表面への入口ポー
トを画定することができる一方、オリフィスから外方に向く、移転表面の遠位表面は、出
口ポートを画定することができる。基板は、そこから堆積されるインクを受け取るために
、移転表面の出口ポートの近位に位置付けられることができる。孔は、任意の好適なサイ
ズであることができる。例えば、孔サイズは、約５．０ｎｍ～約１００μｍであることが
できる。
【００７２】
　加熱器が、インクまたは他の有機材料を加熱および／または分注するために、チャンバ
に追加されることができる。任意の好適な加熱器、例えば、ＭＥＭＳ加熱器が、使用され
ることができる。加熱器は、パルス状エネルギーを液体インクに提供し、それによって、
各オリフィスを通して、液体インクのそれぞれの液滴を排出するために、チャンバおよび
／またはオリフィスに動作可能に連結される、任意の熱エネルギー源を備えていることが
できる。加熱器は、１分以下の持続時間を有するパルスにおいて、熱を送達することがで
きる。加熱器は、可変デューティサイクルおよびサイクル周波数１ｋＨｚを有する方形波
によって励起されることができる。加熱器エネルギーは、チャンバから排出ノズルに送達
されるインクまたは他の有機材料の量を計測するために使用されることができる。チャン
バはまた、ＯＬＥＤまたはトランジスタの製作に使用される膜または他の層を形成するた
めの有用なインク以外の材料を含むことができる。オリフィスは、チャンバ内の液体の表
面張力が、インクを分注するための機構の始動に先立って、液体の排出を防止するように
構成されることができる。任意の好適なエネルギー源が、液体インクの液滴をオリフィス
から吐出するために十分なエネルギーを提供可能であるように、チャンバに連結されるこ
とができる。例示的源として、例えば、機械および振動源が挙げられる。圧電材料が、加
熱器の代わりに、またはそれに加え、使用されることができる。各オリフィスは、別個の
加熱器および／または圧電材料に連結されることができる。例えば、３つの加熱要素が、
各オリフィスに１つずつ、それに近接して、提供されることができる。
【００７３】
　移転表面または他の排出デバイスは、導管または微小孔によって分離される区画（また
は、剛体部分）を含むことができる。微小孔および剛体部分は、集合的に、微小多孔性環
境を画定することができる。微小多孔性環境は、例えば、シリコンまたは炭化ケイ素の微
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小多孔性アルミナまたは固体膜を含む、種々の材料を含むことができ、これは、微小製作
孔を有する。微小孔は、媒体が適切に始動されるまで、液体内に溶解または懸濁された材
料が移転表面を通して逃散しないように防止するように構成される。排出された液体の液
滴が、移転表面に遭遇すると、液体は、毛細管作用からの支援によって、微小孔内に引き
込まれる。インク中の液体は、排出ノズルの始動に先立って蒸発し、微小孔壁上に、懸濁
または溶解された粒子の塗膜を残し得る。
【００７４】
　キャリア液体は、例えば、１つ以上の溶媒を含むことができる。インク中の液体は、比
較的に低蒸気圧を有する、１つ以上の溶媒を含むことができる。代替として、または加え
て、インク中の液体は、比較的に高蒸気圧を伴う、１つ以上の溶媒を含むことができる。
１つ以上の溶媒は、輸送および堆積プロセスの間、溶媒が、実質的に、蒸発され、キャリ
ア液体によって担持されていた複数の粒子が、固体粒子として堆積されるような蒸気圧を
有することができる。したがって、堆積される複数の固体粒子は、膜または層を基板上に
含むことができる。キャリア液体中の粒子の濃度は、任意の好適な測定基準を使用して測
定されることができる。例えば、液体インク中の固体内容物は、濃度測定値として使用さ
れることができる。
【００７５】
　インク中の液体の蒸発は、移転表面を加熱することによって促進または加速されること
ができる。蒸発した液体は、例えば、移転表面の１つ以上の面にわたって、気体を流動さ
せることによって、チャンバから除去され、続いて、収集されることができる。所望の用
途に応じて、微小孔は、数ナノメートル～数百ミクロンの最小線形断面距離Ｗを有する、
導管（または、通路）を提供することができる。移転表面または他の排出デバイスを構成
する、微小多孔性領域は、所望の用途に応じて、異なる形状をとり、異なる面積（例えば
、長方形、Ｌ－形状、三角形、山形形状等）を覆うことができ、数百ナノメートル～数十
または数百ミリメートルの典型的最大線形断面寸法ＤＬを伴う。一実施形態では、Ｗ／Ｄ
の比率は、約１／５～約１／１０００の範囲内である。
【００７６】
　移転表面は、加熱器によって、例えば、ノズル加熱器によって作動されることができる
。加熱器は、移転表面の近位に位置付けられることができる。任意のタイプの加熱器、例
えば、ＭＥＭＳ加熱器が使用されることができる。加熱器は、薄金属膜を備えていること
ができる。薄金属膜は、例えば、白金を含むことができる。始動されると、加熱器は、パ
ルス状熱エネルギーを移転表面に提供することができ、これは、微小孔または導管内に含
まれる材料を取り除く作用をする。材料は、続いて、移転表面から移転されることができ
る。いくつかの実施形態では、パルス化は、１分以下の時間スケールに基づいて変動され
ることができる。移転表面は、所望の温度または複数の温度まで、あるいは温度範囲にわ
たって、移転表面上の材料を加熱するように適応されることができる。例えば、加熱器は
、約７５℃～約５００℃、または約１００℃～約４００℃の範囲内の１つ以上の温度まで
、移転表面上の材料を加熱することができる。
【００７７】
　インク粒子を取り除くことは、例えば、昇華、または溶融および後続の沸騰のいずれか
によって、気化を通して生じることができる。移転表面上の材料（例えば、キャリア液体
内のインク粒子）は、最初に、例えば、約１００℃まで加熱され、キャリア液体を蒸発さ
せることができる。残りの固体（例えば、溶媒がない、または実質的にない、インク粒子
）が、次いで、気体に変わるように、例えば、約３００℃まで加熱される。その後、気体
は、基板上に堆積され、固化し得る。１つ以上の膜は、それによって、形成されることが
できる。粒子は、例えば、単一分子または原子から、分子または原子の集塊、またはそれ
らの組み合わせのあらゆるものを含み得る。移転表面または他の排出デバイスに連結され
る任意の好適なエネルギー源が、移転表面または他の排出デバイスを励起させ、それによ
って、材料を微小孔から排出可能であるように採用されることができる。ある実施例では
、機械的（例えば、振動）エネルギーが使用される。本教示の一実施形態では、圧電材料
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が、１つ以上の加熱器の代わりに、またはそれに加え、使用されることができる。
【００７８】
　溶媒のない材料が、例えば、本教示に従って、多オリフィスインクジェットを有する印
刷ヘッドによって、基板上に堆積されることができる。さらに、複数の印刷ヘッドが、複
数の移転表面を有する装置内に配列されることができ、各々、対応する多オリフィスイン
クジェットを伴う。なおもさらに、１つ以上のリザーバは、液体インクを印刷ヘッド装置
のチャンバに供給することができる。印刷ヘッドは、インクを１つ以上の関連付けられた
液体保持チャンバに供給する複数のリザーバとともに、配列されることができる。液体イ
ンクを受け取るように意図された微小孔の標的アレイは、微小孔の入口に供給されるイン
クおよび／または他の材料を機械的に閉じ込めるための閉じ込め井戸を形成する、滞留壁
によって囲まれることができる。位置決めシステムが、印刷ヘッドまたは印刷ヘッドアレ
イの位置を調節するために採用されることができる。基板位置決めシステムが、採用され
ることができる。微小孔の側壁は、非円筒形幾何学形状を画定することができ、例えば、
各微小孔の直径が、入口端から出口端への方向に増加するように先細にされることができ
る。制御システムが、多オリフィス液体保持チャンバおよび移転表面を有する印刷ヘッド
を制御するために提供されることができる。
【００７９】
　本明細書に説明されるように、熱印刷システムは、インクジェット印刷ヘッドを使用し
て、後続熱印刷のための移転表面を装填することができる。本教示の側面は、熱印刷技法
を使用するが、いくつかの実施形態では、インクジェット印刷技法が使用され、移転イン
クを熱印刷用印刷ヘッドに移転するのではなく、インクを、直接、素子に、例えば、直接
、基板または既に基板上に堆積された有機層に移転する。インクジェット印刷は、したが
って、１つ以上の層をフロントエンド素子または中間構造、バックエンド素子または中間
構造、あるいは最終的に、素子内に組み込まれ、その一部となるであろう別の構造上に堆
積させるために使用されることができる。直接、インクジェット印刷によって、基板上へ
液体インクを適用後、キャリアは、熱、真空、圧力、気体流、照射への暴露、またはそれ
らの組み合わせによって、除去されることができる。インクジェット印刷は、したがって
、前述の、例えば、熱印刷プロセスに続いて、有機材料焼成前層が、前述の種々の目的の
ために焼成される同一の方法のように焼成され得る、有機材料焼成前層を形成することが
できる。
【００８０】
　インクジェット印刷では、加熱を使用して、キャリアを除去することができ、続いて層
を焼成するステップと別個かつ異なるステップを含むことができる。ある場合には、イン
クキャリアまたは溶媒を除去するための加熱は、焼成と連続することができる。比較的に
低い加熱温度および／または持続時間が、周囲圧力、照射への暴露等に応じて、使用され
ることができる。真空条件の存在および強度は、キャリアの除去を加速させることができ
る。より高い加熱温度は、より短い加熱持続時間を可能にすることができる。
【００８１】
　液体インクは、インクジェット印刷ヘッドの１回以上の通過を使用して、インクジェッ
ト印刷によって、堆積されることができる。基板上の任意のある特定の場所が、インクジ
ェットプリンタを使用して、インクでパターン化され、有機層またはパターンを形成する
ことができる。複数回の通過を使用する場合、各通過は、ＯＬＥＤ素子内で有用な特定の
有機層を備えている、サブ層をもたらすことができる。基板の表面特性は、堆積される液
体インクの各層に伴って変化し得るため、堆積から生じる表面特性の変化が、材料の後続
層を上部に堆積させるとき、考慮され得る。例えば、ある層の材料が、概して、親水性で
ある場合、層は、第１の溶媒中に溶解された材料の後続層を容易に受け取り得るが、材料
が、概して、疎水性である場合、層は、後続層を容易に受け取り得ない。そのような場合
、具体的材料の層を受け取るように設定された表面の変化特性を補償する、溶媒の組み合
わせが、使用され得る。後続通過は、続いて、以前堆積された層と比較して、より小量の
液体インクを堆積させる、またはより小さい面積を被覆することができ、これは、例えば
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、所与のピクセルの溢出、流出、および滲出を防止または最小限にするために有用となり
得る。
【００８２】
　堆積されるべき特定の有機材料に非常に好適な適切なキャリアの使用は、実質的に、そ
の上にインクが堆積されるべき有機材料を溶解または懸濁させない、インクをもたらすこ
とができる。インクは、以前に堆積された複数の層のいずれにも影響を及ぼさないであろ
うように選定されることができる。例えば、直交の（ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ）液体インク
システムが、第１のキャリアを含む第１のインクが第１の層を形成するように堆積された
後、第２のインクが、第１の層に干渉しないキャリアを含むように選定されるように、使
用されることができる。ある実施例では、第２のインクは、以前に堆積された材料層を溶
解しない溶媒を含むように、使用される。直交のセットの２つの液体インクのそれぞれの
キャリアは、他のキャリア中に溶解された有機材料を溶解しないか、または少なくとも実
質的に溶解しないであろう。インクは、各続いて堆積されるインクが、ガラス転移温度ま
たは１つ以上の以前に堆積された有機材料層の有機材料より低い温度範囲を有する、有機
材料を含むように選定されることができる。加熱は、キャリアを除去するために使用され
ることができ、かつ加熱は、層の有機材料のガラス転移温度または温度範囲を下回る、そ
れに等しい、あるいはそれを上回ることができる。いくつかの実施形態では、加熱は、以
前に堆積されたつ以上の有機材料のガラス転移温度または温度範囲を下回る。
【００８３】
　本教示は、有機層の堆積に限定されず、加えて、または代替として、基板上への金属材
料の堆積を含むことができる。堆積される金属材料は、実質的に、固体形態において、堆
積されることができる。堆積される材料は、溶媒中に溶解または懸濁された有機金属前駆
体材料を利用して形成される金属、あるいは溶媒中に溶解または懸濁された金属を含むこ
とができる。溶媒中に溶解または懸濁された金属は、少なくとも部分的に、有機化合物で
塗膜され得る、ナノ粒子を含むことができる。金属は、例えば、金、銀、アルミニウム、
マグネシウム、または銅を含むことができる。金属は、複数の金属の合金または混合物を
含むことができる。そのような金属材料は、例えば、薄膜電極として、電子回路要素間の
電気的相互接続として、および受動的吸収または反射パターンを形成するために、多くの
用途において有用である。排出装置によって堆積される金属膜は、ＯＬＥＤ、トランジス
タ、光検出器、太陽電池、および化学センサ等の有機電子素子を含む、回路内で利用され
る電極および電気的相互接続を堆積させるために使用されることができる。有機金属また
は金属材料は、移転表面または他の排出デバイスに送達されることができ、移転表面の始
動に応じて、基板に送達されることができる。有機金属材料を金属材料に変換する反応は
、チャンバから移転表面への液体の送達、排出ノズルから基板への送達に先立って行われ
ることができ、および／またはその間に、あるいは基板上への堆積後に生じることができ
る。インクジェット印刷または熱印刷が、１つ以上の金属層を基板上に堆積させるために
使用されることができる。
【００８４】
　実質的に固体形態における無機半導体または絶縁体材料が、本教示に従って、基板上に
堆積されることができる。堆積材料は、キャリア液体中に溶解または懸濁された有機およ
び無機前駆体材料、あるいはキャリア液体中に溶解または懸濁された無機半導体または絶
縁体材料を含むことができる。液体中に溶解または懸濁された無機半導体または絶縁体材
料は、有機化合物で塗膜され得る、ナノ粒子を含むことができる（全部または部分的に）
。無機半導体または絶縁体は、例えば、ＩＶ族半導体（例えば、炭素、シリコン、ゲルマ
ニウム）、ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体（例えば、窒化ガリウム、リン化インジウム、ガリ
ウムヒ素）、ＩＩ－ＶＩ族化合物半導体（例えば、セレン化カドミウム、セレン化亜鉛、
硫化カドミウム、テルル化水銀）、無機酸化物（例えば、インジウムスズ酸化物、酸化ア
ルミニウム、酸化チタン、酸化ケイ素）、およびカルコゲニドを含むことができる。無機
半導体または絶縁体は、複数の無機化合物の合金または混合物を含むことができる。半導
体または絶縁体材料は、多くの用途において、例えば、電極のための透明導体として、電
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子回路要素間の電気的相互接続として、絶縁および不動態化層として、および電子または
光電子素子内の活性層として、有用であり得る。一緒に統合されると、これらの層は、Ｏ
ＬＥＤ、トランジスタ、光検出器、太陽電池、および化学センサ等の有機電子素子を含む
回路内で利用されることができる。
【００８５】
　本教示は、米国特許出願公開第ＵＳ２０１０／０２０１７４９Ａ１号に説明され、参照
することによって全体として本明細書に組み込まれるような熱印刷装置、システム、およ
び方法を採用することができる。インクジェット印刷または熱印刷動作は、ＯＬＥＤ印刷
を含むことができ、印刷されるべき材料として、任意の好適なインク組成物が挙げられ得
る。例示的実施形態では、印刷プロセスは、１つ以上のチャンバを有する、負荷係止プリ
ンタ筐体において行われることができる。各チャンバは、物理的ゲートまたは流体カーテ
ンによって、他のチャンバから区切られることができる。コントローラは、システムを通
る基板の輸送を調整し、適切なゲートを適時開放することによって、システムをパージす
ることができる。基板は、複数の真空および気体入力ポータルを使用して形成される、気
体軸受を使用して輸送されることができる。コントローラはまた、気体軸受のために使用
される気体と同様または異なる気体を使用して、チャンバ内の非酸化環境を提供すること
ができる。コントローラはまた、基板が実質的に印刷ヘッドの下に位置付けられると、印
刷ヘッドを励起させることによって、印刷動作を制御することができる。コントローラは
、負荷係止印刷システムを通る基板の場所を識別し、基板が印刷ヘッドに対して精密な場
所にあるときのみ、印刷ヘッドからインクを分注することができる。印刷の位置合わせは
、同一の基板上で行われた以前の印刷プロセスに対する、ある印刷プロセスの整合および
サイズを参照するように採用されることができる。印刷の位置合わせは、パターン認識を
備えていることができる。平行移動不整合、回転不整合、倍率不整合、および組み合わせ
不整合等の基板不整合は、補正されることができる。
【００８６】
　本教示は、２０１０年１１月２９日出願の米国特許出願第１２／９５４，９１０号に説
明され、参照することによって全体として本明細書に組み込まれるような熱印刷装置、シ
ステム、および方法を採用することができる。特に、本願の移転部材、材料組成物、溶液
、および懸濁液は、参照することによって組み込まれる。ＯＬＥＤ膜または層は、ある量
の液体インクを移転表面に提供することによって形成されることができる。液体インクは
、溶解または懸濁された膜材料を含むキャリア流体によって特徴付けられることができる
。液体インクは、微小パターン化構造を用いて、移転表面上で規定のパターンに編成され
ることができる。移転表面は、実質的に、キャリア流体を蒸発させ、乾燥膜材料を移転表
面上に形成するように励起されることができる。膜材料は、実質的に、固相において、膜
材料が堆積するように、移転表面から、基板に移転されることができる。基板上に堆積さ
れる膜材料は、パターン化形状を有することができる、または堆積面積全体にわたる均一
塗膜であることができる。
【００８７】
　液体インクの実施例は、キャリア流体中に溶解または懸濁された膜材料である。液体イ
ンクの別の実施例は、周囲システム温度における液体である膜材料、または膜材料が液体
融液を形成するように高温に維持される膜材料等、液相中の純膜材料である。固体インク
の実施例は、膜材料の固体粒子を含むものである。固体インクの別の実施例は、キャリア
固体中に分散された膜材料である。気体蒸気インクの実施例は、気化した膜材料である。
気体蒸気インクの別の実施例は、キャリア気体中に分散された気化した膜材料である。イ
ンクは、液体または固体として、移転表面上に堆積することができ、そのような相は、送
達の間のインクの層と同一または異なることができる。ある実施例では、膜材料は、気体
蒸気インクとして送達され、固相において、移転表面上に堆積されることができる。別の
実施例では、膜材料は、液体インクとして送達され、液相において、移転表面上に堆積さ
れることができる。インクは、膜材料のみ、堆積し、キャリア材料が、堆積しないように
、移転表面上に堆積することができる。インクはまた、膜材料ならびにキャリア材料のう
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ちの１つ以上が堆積するように、堆積することができる。
【００８８】
　インク濃度、堆積（移転／蓄積）率、質量堆積率、焼成温度、および／または焼成時間
等の１つ以上のパラメータが、本明細書に説明されるように、第１の焼成された有機層ま
たは他の層が、結晶質性を具備するように、採用および／または調節されることができる
。結晶性の任意の所望のスケール、タイプ、または程度が、達成されることができる。例
えば、マイクロ結晶性またはナノ結晶性が、達成されることができる。層は、結晶質領域
および非晶質領域のうちの１つ以上を備えていることができる。形成される有機層は、所
与の層またはその選定される部分の体積の重量または体積の重量パーセントあるいは体積
パーセントのいずれかで、１．０％未満、約１．０％～約１００％、約５．０％～９０％
、約２０％～約７０％、約３０％～約６０％、または約４０％～約６０％の結晶性の割合
を有することができる。層の結晶性は、任意の好適な手段によって測定または表現される
ことができる。例えば、結晶性は、粒度によって測定されることができる。いくつかの実
施形態では、結晶性は、平均粒度によって測定される。有機層または他の層の結晶性は、
粒度、例えば、約０．５ｎｍ未満、約０．５ｎｍ～約５００μｍ、約１０ｎｍ～約２５０
μｍ、約５０ｎｍ～約１００μｍ、約１００ｎｍ～約１０μｍ、約５００ｎｍ～約５．０
μｍ、または約２００ｎｍ～約１．０μｍの平均粒度を有することができる。
【００８９】
　有機発光素子のための結晶質有機層を形成する方法が、本教示によって提供される。本
方法は、焼成ステップと組み合わせられるインクジェット印刷ステップ、または、適用ス
テップ、励起ステップ、移転ステップ、およびその後の焼成ステップの組み合わせを使用
する、熱印刷技法を含むことができる。例えば、図６は、本教示に従って、有機発光素子
のための結晶質有機層を形成する方法２１０の流れ図である。適用ステップ２２０後に、
励起ステップ２３０、移転ステップ２４０、および焼成ステップ２５０が続くように示さ
れる。液体インクが、有機発光素子の層を形成するために、移転表面に適用されることが
できる。液体インクは、キャリア流体と、溶解または懸濁された膜を形成する有機材料と
によって規定されることができる。移転表面は、実質的に、キャリア流体を蒸発させ、乾
燥膜有機材料を移転表面上に形成するように励起されることができる。乾燥膜有機材料は
、ガラス転移範囲を有することができる。乾燥膜有機材料は、乾燥膜有機材料が、実質的
に、固相において、基板上に堆積されるように、移転表面から、基板に移転されることが
できる。移転表面は、移転の際、基板から、約１．０μｍ～約１０．０ｍｍの距離、例え
ば、基板から、約１０．０μｍ～約１００．０μｍの距離に位置付けられることができる
。乾燥膜有機材料は、約０．１ｎｍ／秒～約１．０ｍｍ／秒の率で層厚を築き上げるよう
に堆積され、焼成前有機層を基板上に形成することができる。焼成前有機層は、ガラス転
移範囲内からガラス転移範囲を上回る焼成温度において焼成され、有機発光素子のための
結晶質有機層を形成することができる。結晶質有機層は、約１．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ～約
１．０ｘ１０－７Ｓ／ｍの伝導性を有することができる。
【００９０】
　いくつかの実施形態では、液体インクは、直接、インクジェット印刷を使用して、基板
または有機層に移転される。基板への液体インクの適用後、キャリアは、熱、真空、気体
流、照射への暴露、またはそれらの組み合わせによって除去され、熱印刷プロセスに関連
して説明されたように焼成され、次いで、結晶質層構造を形成し得る、有機層を形成する
ことができる。
【００９１】
　１つ以上の層への結晶性の付与は、結晶性が層の伝導性を増加させ得るので、有利であ
る。結晶性は、特に、ＯＬＥＤ積層の電極に隣接する層に有利である。結晶性は、正孔注
入層、正孔輸送層、発光層、電子輸送層、電子注入層、または遮断層のうちの１つ以上に
付与されることができる。結晶質層または任意の他の層は、任意の好適な伝導性を具備す
ることができる。例えば、伝導性は、約１．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ未満、約１．０ｘ１０－

９Ｓ／ｍ～約１．０ｘ１０－７Ｓ／ｍ、約２．５ｘ１０－９Ｓ／ｍ～約７．５ｘ１０－８
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Ｓ／ｍ、約５．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ～約５．０ｘ１０－８Ｓ／ｍ、約７．５ｘ１０－９Ｓ
／ｍ～約１．０ｘ１０－８Ｓ／ｍ、または約１．０ｘ１０－７Ｓ／ｍ超であることができ
る。伝導性は、層の特性を変化させることによって、桁違いに変更され得る。例えば、有
機層内への不純物の添加を使用して、層の伝導性を１０－９Ｓ／ｍから１０－１Ｓ／ｍに
変化させることができる。
【００９２】
　インク濃度、堆積（移転／蓄積）率、質量堆積率、焼成温度、および／または焼成時間
等の１つ以上のパラメータが、本明細書に説明されるように、第１の焼成された有機層ま
たは他の層が、多孔性を具備するように、採用および／または調節されることができる。
多孔性は、層の屈折率を低減させ、屈折率をＯＬＥＤディスプレイのためのガラス基板等
の基板の屈折率により近づけるため、層に有利である。任意の好適な屈折率が、多孔性有
機層のために提供されることができる。有機多孔性層は、約１．０１未満、約１．０１～
約１．６０、約１．１０～約１．５０、約１．２０～約１．４０、約１．２５～約１．３
５、または約１．６０超の屈折率を有することができる。第１の有機層または他の層の屈
折率は、半透明または透光性基板の屈折率と第２の有機層の屈折率との間の中間であるこ
とができる。例えば、半透明または透光性基板の屈折率は、約１．０１～約１．５５であ
ることができ、第２の有機層の屈折率は、約１．６０～約５．０１であることができる。
いくつかの実施形態では、第２の有機層の屈折率は、約１．６０～約１．８０である。
【００９３】
　有機発光素子もまた、本教示に従って提供される。素子は、第１の電極、結晶質有機層
、発光層、および第２の電極を備えていることができる。結晶質有機層は、第１の電極を
覆って提供され、それと電気的に関連付けられることができ、約１．０ｘ１０－９Ｓ／ｍ
～約１．０ｘ１０－７Ｓ／ｍの伝導性を示すことができる。発光層は、結晶質有機層を覆
って提供され、それと電気的に関連付けられることができる。発光層は、励起に応じて、
発光波長において光を放出する発光有機材料を備えていることができる。第２の電極は、
発光層を覆って提供され、それと電気的に関連付けられることができる。有機材料は、励
起に応じて、ある範囲の波長にわたって光を放出する。波長の範囲は、湿度および温度等
の環境条件に基づいて、変動し得る。概して、波長範囲は、比較的に狭く、例えば、範囲
内のピーク発光波長の強度の高さの半分において、５．０ｎｍ～約１０ｎｍである。本開
示の目的のために、発光波長範囲内のわずかな変動は、マイクロキャビティ寸法の計算に
対しては無視され得る。本教示のマイクロキャビティおよび構造は、通常動作条件下で示
される有機発光材料のピーク発光波長を共振させるように構成される。
【００９４】
　図７は、本教示による、光取り出し層として、熱またはインクジェット印刷された低屈
折率正孔輸送材料（ＨＴＭ）層を使用して構築され得る、ＯＬＥＤ積層を図示する、概略
図である。低屈折率ＨＴＭ層は、電荷を注入および／または輸送し、光を取り出すために
使用される。ナノ多孔性層（ｎｐ－ＨＴＭ）は、ｎ（α－ＨＴＭ）＞ｎ（ｎｐ－ＨＴＭ）
として表され得る、「α－ＨＴＭ」層未満の屈折率を有する。積層は、アノード８２、ナ
ノ多孔性ＨＴＭ層１０９、α－ＨＴＭ層１０５、ＨＴＬ９１、ＥＭＬ９５、ＥＩＬ９６、
およびカソード９８を備えている。
【００９５】
　有機層の屈折率を低下させる方法が、本教示に従って提供される。本方法は、適用ステ
ップ、励起ステップ、および移転ステップを含むことができ、一緒に、種々の液体インク
の複数回の適用のために繰り返されることができる。例えば、図８は、本教示に従って、
有機層の屈折率を低下させる方法３１０の流れ図である。適用ステップ３２０後、励起ス
テップ３３０、および移転ステップ３４０が続くように示される。第２の適用ステップ３
５０後、また、第２の励起ステップ３６０および第２の移転ステップ３７０が続くように
示される。液体インクが、有機発光素子の層を形成するために、移転表面に適用されるこ
とができる。液体インクは、キャリア流体と溶解または懸濁された膜を形成する有機材料
とによって規定されることができる。移転表面は、実質的に、キャリア流体を蒸発させ、
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乾燥膜有機材料を移転表面上に形成するように励起されることができる。乾燥膜有機材料
は、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相において、半透明または透光性電極上に堆積され
るように、移転表面から、半透明または透光性基板上に配置される半透明または透光性電
極に移転されることができる。移転表面は、移転の際、基板から、約１．０μｍ～約１０
．０ｍｍの距離、例えば、基板から、約１０．０μｍ～約１００．０μｍの距離に位置付
けられることができる。乾燥膜有機材料は、約１００ｎｍ／秒未満の率で層厚を築き上げ
るように堆積され、第１の有機層を形成することができる。第２の液体インクが、次いで
、第２の移転表面または同一の第１の移転表面に適用されることができる。第２の液体イ
ンクは、有機発光素子の層を形成するために、キャリア流体と溶解または懸濁された膜を
形成する有機材料とによって規定されることができる。第２の移転表面は、実質的に、キ
ャリア流体を蒸発させ、第２の乾燥膜有機材料を第２の移転表面上に形成するように励起
されることができる。第２の乾燥膜有機材料は、第２の乾燥膜有機材料が、実質的に、固
相において、堆積されるように、第２の移転表面から、第１の有機層に移転されることが
できる。乾燥膜有機材料は、約０．１ｎｍ／秒～約１．０ｍｍ／秒の率で層厚を築き上げ
るように堆積され、第２の有機層を形成することができる。第１の有機層の屈折率は、半
透明または透光性基板の屈折率と第２の有機層の屈折率との間の中間であることができる
。いくつかの実施形態では、液体インクは、直接、インクジェット印刷を使用して、基板
または有機層に移転される。基板への液体インクの適用後、キャリアは、熱、真空、また
はそれらの組み合わせによって除去され、熱印刷プロセスに関して説明されるように焼成
され得る、有機層を形成することができる。
【００９６】
　本教示によると、多孔性緩衝層が、最初に、基板表面から離れて、例えば、約２００μ
ｍ超の距離から、印刷することによって、ＩＴＯ（アノード）の上部に堆積されることが
できる。インクジェット印刷または熱印刷が、使用されることができる。大きな距離は、
過飽和有機蒸気が凝結し、基板上に到着する前に、分子が自由空間内で凝集することを可
能にする。次いで、堆積ステップが、膜が高密度となり得るように、より近接した間隙、
例えば、約１００μｍ未満の距離において、続く。底部多孔性層は、より低い屈折率（多
孔率に関連する％）を示し得る一方、上部高密度層は、ＥＭＬ内への電荷輸送および注入
を向上させるために十分に粗面である。全体的素子効率は、増加することができる。その
ような構造を使用する例示的積層は、図７に示される。多孔率は、例えば、ナノ多孔性お
よび／またはマイクロ多孔性であることができる。
【００９７】
　インク濃度、堆積（移転／蓄積）率、質量堆積率、焼成温度、および／または焼成時間
等の１つ以上のパラメータが、本明細書に説明されるように、第１の焼成された有機層ま
たは他の層が、粗面性を具備するように採用および／または調節されることができる。Ｏ
ＬＥＤの１つ以上の層への粗面性の付与は、印加される電流または電圧およびＯＬＥＤか
ら出る光の量の観点において、光散乱を助長し、光度効率の増加をもたらすことができる
ので、有利である。層は、例えば、層がＯＬＥＤ積層またはディスプレイ内に組み込まれ
ると、特定の光度効率を達成するように、任意の望ましい粗度を具備することができる。
そのようなＯＬＥＤは、同一表面であるが、１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二
乗平均平方根として表される、５．０ｎｍ未満の表面粗度を有するマイクロキャビティの
光度と比較して、約１．０１～約２．０、約１．１０～約１．９０、約１．２０～約１．
８０、約１．３０～約１．７０、約１．４０～約１．６０、または約２．０超倍の光度の
増加を示すことができる。本教示の１つ以上の方法を使用する、ＯＬＥＤ内への粗面有機
層の組み込みは、所望の倍数だけ、光度を増加させることができる。
【００９８】
　有機発光素子中の光散乱を増加させる方法が、本教示によって提供される。本方法は、
適用ステップ、励起ステップ、移転ステップ、および堆積ステップを含むことができる。
例えば、図９は、本教示に従って、有機発光素子中の光散乱を増加させる方法４１０の流
れ図である。適用ステップ４２０後、励起ステップ４３０、移転ステップ４４０、および
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堆積ステップ４５０が続くように示される。液体インクが、有機発光素子の層を形成する
ために、移転表面に適用されることができる。液体インクは、キャリア流体と溶解または
懸濁された膜を形成する有機材料とによって規定されることができる。移転表面は、実質
的に、キャリア流体を蒸発させ、乾燥膜有機材料を移転表面上に形成するように励起され
ることができる。乾燥膜有機材料は、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相において、基板
上に堆積されるように、移転表面から、基板に移転されることができ、移転表面は、基板
から、約２００μｍ未満の距離に位置付けられる。移転される有機膜材料は、約０．１ｎ
ｍ／秒～約１．０ｍｍ／秒の率で層厚を築き上げるように堆積されることができる。移転
される有機膜材料は、約１．０ｎｇ／秒～約１００μｇ／秒の質量堆積率において堆積さ
れ、多層粗面有機層を形成することができる。多層粗面有機層は、約２～約２０のサブ層
を備えていることができ、１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として、約
５．０ｎｍ～約１．０μｍの粗度を有することができる。いくつかの実施形態では、測定
される面積は、１０μｍ×１０μｍの表面である。発光材料は、多層粗面有機層を覆って
堆積され、発光層を形成し、有機発光素子積層を形成することができる。有機発光素子積
層は、同一であるが、１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として表
される、５．０ｎｍ未満の表面粗度を伴う表面を有するマイクロキャビティの光度と比較
して、約１．０１～約２．０倍の光度の増加を示すことができる。
【００９９】
　いくつかの実施形態では、光散乱増加層が、インクジェット印刷を使用して、直接、基
板または前の有機層上に形成される。基板への液体インクの適用後、キャリアは、熱、真
空、気体流、照射への暴露、またはそれらの組み合わせによって除去され、熱印刷プロセ
スに関連して前述のように焼成され得る、焼成前有機層を形成することができる。
【０１００】
　有機発光素子積層が、本教示によって提供される。積層は、基板を備えていることがで
きる。積層は、基板上に形成され、約２～約３００のサブ層、基板に対向する第１の表面
、および第１の表面と反対の第２の表面を備えている乾燥膜有機材料層を備えていること
ができる。例えば、多層粗面有機層は、約２～約１００のサブ層または約２～約２０のサ
ブ層を備えていることができる。各サブ層が、単分子層を備えているとき、多層粗面有機
層は、約２～約３００のサブ層、約１０のサブ層～約２００のサブ層、または約５０のサ
ブ層～約１５０のサブ層を備えていることができる。多層粗面有機層は、厚さ、例えば、
約２ｎｍ～約３００ｎｍ、約２０ｎｍ～約２００ｎｍ、または約５０ｎｍ～約１５０ｎｍ
を有することができる。積層は、乾燥膜有機材料層が、基板と発光層との間にあるように
、乾燥膜有機材料層を覆う発光層を備えていることができる。発光層は、発光波長におい
て光を放出する発光有機材料を備えていることができる。第２の表面は、１０μｍ２の面
積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として、約０．５ｎｍ～約１．０μｍ、例えば、約１
．０ｎｍ～約５００ｎｍ、約５．０ｎｍ～約５００ｎｍ、または約０．５ｎｍ～約１０ｎ
ｍの表面粗度を示すことができる。いくつかの実施形態では、測定される面積は、１０μ
ｍ×１０μｍ表面である。有機発光素子積層は、同一であるが、１０×１０μｍ２の面積
内の表面厚偏差の二乗平均平方根として表される、５．０ｎｍ未満の表面粗度を有する表
面を伴う、マイクロキャビティの光度と比較して、約１．０１～約２．０倍の光度の増加
を示すことができる。
【０１０１】
　本教示は、米国特許第５，４０５，７１０号、第ＵＳ６，８１１，８９６Ｂ２号、第Ｕ
Ｓ６，８６１，８００Ｂ２号、第ＵＳ６，９１７，１５９Ｂ２号、第ＵＳ７，０２３，０
１３Ｂ２号、および第ＵＳ７，２４７，３９４Ｂ２号；米国特許出願公開第ＵＳ２００６
／０１１５５８５Ａ１号、第ＵＳ２００７／０２８６９４４Ａ１号、第ＵＳ２００８／０
２３８３１０Ａ１号、第ＵＳ２００８／０３１１２８９Ａ１号、第ＵＳ２００８／０３１
１３０７Ａ１号、第ＵＳ２００９／０１１５７０６Ａ１号、第ＵＳ２００９／０２２０６
８０Ａ１号、第ＵＳ２０１０／０１７１７８０Ａ１号、第ＵＳ２０１０／０１８８４５７
Ａ１号、第ＵＳ２０１０／０２０１７４９Ａ１号、およびＵＳ２０１１／０００８５４１
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Ａ１号；２０１０年１１月２９日出願の米国特許出願第１２／９５４，９１０号；Ｇｅｆ
ｆｒｏｙ、他、“Ｏｒｇａｎｉｃ　ｌｉｇｈｔ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｉｏｄｅ　（ＯＬ
ＥＤ）　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ：ｍａｔｅｒｉａｌ　ｄｅｖｉｃｅｓ　ａｎｄ　ｄｉｓｐ
ｌａｙ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，”Ｐｏｌｙｍ．，Ｉｎｔ．，５５：５７２－５８２
（２００６）；Ｃｈｉｎ，“Ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ　ｈｏｌｅ　ｔｒａｎｓｐｏｒｔ　ｌａ
ｙｅｒ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ｆｏｒ　ｔｏｐ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｏｒｇａｎｉｃ　ｌ
ｉｇｈｔ　ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｅｖｉｃｅｓ　ｂａｓｅｄ　ｏｎ　ｌａｓｅｒ　ｔｒａ
ｎｓｆｅｒ　ｐａｔｔｅｒｎｉｎｇ，”Ｊ．Ｐｈｙｓ．Ｄ：Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．４０：
５５４１－５５４６（２００７）；Ｈｕａｎｇ、他、“Ｒｅｄｕｃｉｎｇ　Ｂｌｕｅｓｈ
ｉｆｔ　ｏｆ　Ｖｉｅｗｉｎｇ　Ａｎｇｌｅ　ｆｏｒ　Ｔｏｐ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｏｒ
ｇａｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ－Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｅｖｉｃｅｓ”（２００８）；Ｌｅｅ、
他、“Ｍｉｃｒｏｃａｖｉｔｙ　Ｅｆｆｅｃｔ　ｏｆ　Ｔｏｐ－Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｏｒ
ｇａｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ－Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅｓ　Ｕｓｉｎｇ　Ａｌｕｍｉｎ
ｕｍ　Ｃａｔｈｏｄｅ　ａｎｄ　Ａｎｏｄｅ，”Ｂｕｌｌ．Ｋｏｒｅａｎ　Ｃｈｅｍ．Ｓ
ｏｃ．，２００５，Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．９；Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ
：Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ，Ｄｅｖｉｃｅｓ，ａｎｄ　Ａｐｐｌｉｃ
ａｔｉｏｎｓ，（Ｓｏ，ｅｄ．），ＣＲＣ　Ｐｒｅｓｓ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ　（２０１０
）；Ｂｕｌｏｖｉｃ、他、Ｐｈｙｓ．，Ｒｅｖ．Ｂ　５８：３７３０（１９９８）；なら
びに、Ｌｅｅ、他、Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．　９２（２００８）０３３３０３に
説明され、参照することによって全体として本明細書に組み込まれる、装置、システム、
方法、インク、有機材料、無機材料、膜、層、電極、および／または薄膜トランジスタ（
ＴＦＴ）のうちの１つ以上を採用することができる。
【０１０２】
　ＯＬＥＤ素子内でのマイクロキャビティの使用は、発光帯域幅を低減させ、発光の色純
度または色度を改善させることが示されており、例えば、米国特許第ＵＳ６，３２６，２
２４Ｂ１号（参照することによって全体として本明細書に組み込まれる本明細書）を参照
されたい。マイクロキャビティはまた、ＯＬＥＤ素子からの発光の角度分布を有意に変化
させることができる。本教示の１つ以上の方法は、１つ以上のＯＬＥＤマイクロキャビテ
ィを形成するために採用されることができる。インク濃度堆積（蓄積）率、質量堆積率、
インクジェット通過回数、焼成温度、および／または焼成時間等の１つ以上のパラメータ
が、本明細書に説明されるように、ＯＬＥＤマイクロキャビティを形成するように採用お
よび／または調節されることができる。マイクロキャビティの長さおよび深度は、有機緩
衝層の適用によって調節されることができる。有機緩衝層は、本明細書に説明されるイン
クジェットおよび／または熱印刷形成層のいずれかを備えていることができる。ＯＬＥＤ
マイクロキャビティは、発光層ならびに第１および第２の反射電極を備えている。発光層
は、第１の反射電極から、第１の距離だけ離間され、第２の反射電極から、第２の距離だ
け離間されることができる。第１および第２の距離は、動作中、マイクロキャビティの最
大光度のために最適化されることができる。ＯＬＥＤマイクロキャビティを構築する際、
堆積ステップは、第１の有機緩衝層または他の層を、直接、第１の反射電極上に堆積させ
ることを含むことができる。第１の有機発光層は、緩衝層を備えている、または直接、そ
の上に堆積されることができる。第１の有機緩衝層または他の層は、正孔注入層、正孔輸
送層、発光層、電子輸送層、および電子注入層のうちの少なくとも１つを備えていること
ができる。
【０１０３】
　図１０Ａおよび１０Ｂは、ファブリペロー（ＦＰ）マイクロキャビティの基本モードの
略図であり、ここでは、ｍ＝１であり、対応する共振波長は、λ＝２ｎに等しい。キャビ
ティ内側での再配列された光学モード密度による他の波長は、抑制される。単純同一平面
ＦＰマイクロキャビティは、反射率Ｒおよび図１０Ａの矢印によって示される間隔ｄの一
対の鏡を有することができる。このキャビティの共振条件は、本式を満たすべきである（
光学モードの場合）。キャビティ間隔ｄが、２倍になると（ｍ＝２または＝λ／ｎ）、２
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距離は、ある波長（発光スペクトルのピーク波長）に等しい。この場合、発光は、ＦＰマ
イクロキャビティの間隔によって決定されるだけではなく、また、キャビティ定在波効果
により、２つの反射体内の活性層の位置に大きく依存する。
【０１０４】
　図１１は、本教示に従って達成され得る、ファブリペロー（ＦＰ）マイクロキャビティ
モード（ｍ＝２）の略図である。図１１は、定在波の最小電場強度が、キャビティの中心
（波節）にあることを示す。
【０１０５】
　図１２は、本教示による、素子積層の概略図であり、光放出を向上させるために使用さ
れるようなマイクロキャビティの波腹位置における発光層（ＥＭＬ）を図示する。積層は
、ガラス基板８１、アノード８２、ＨＩＬ８４、１つ以上のＨＴＭ層１００、ＨＴＬ９０
、ＥＭＬ９４、ＥＴＬ９６、およびカソード９８を備えている。積層幾何学形状は、ＥＭ
Ｌ９４が、マイクロキャビティの波腹と整合し、カソード９８が金属反射体として作用す
るように、ファブリペローマイクロキャビティと整合される。発光層（ＥＭＬ）が、中心
／波節に位置付けられる場合、その発光は、抑制されるであろう。一方、ＥＭＬが、定常
波の電場強度が最大である、波腹に位置付けられる場合（図示されるように）、発光は、
向上され得る。この単純モードおよびマイクロキャビティ間隔ｄに基づいて、２つの反射
体間のＥＭＬ位置は両方とも、発光色度およびその輝度を含む、光学発光特性に大きく影
響し、したがって、マイクロキャビティ効果を規定することができる。
【０１０６】
　調節された正孔輸送層（ＨＴＬ）／正孔注入層（ＨＩＬ）は、基板を効果的に平滑化し
、ＨＴＬ厚が変動するにつれて、マイクロキャビティ効果を含む、発光スペクトルに影響
を及ぼすことができる。マイクロキャビティモデルを使用して、発光スペクトル（色）お
よび光放出強度（輝度）を調整する実施例は、図１３および表１に与えられる。正孔注入
層ＩＩ（ＨＩＬ２）は、熱印刷技法を使用して印刷され、その厚さは、０ｎｍ～１２０ｎ
ｍに変動される。図１３は、本教示による、ＨＩＬ２厚（ｘｎｍ）の関数として、青色Ｏ
ＬＥＤ発光色度を示す、グラフである。ＨＩＬ２厚が増加するにつれて、円形パターンが
、その発光スペクトル（または、ＣＩＥ座標）に観察される。なぜなら、マイクロキャビ
ティ内の共振光学モードが、ＨＩＬ２層厚が増加するにつれて、基本モード（ｍ＝１）か
ら第２の高調波モード（ｍ＝２）に移行したからである。
【０１０７】
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【表１】

【０１０８】
　有機発光素子のためのマイクロキャビティを形成する方法が、本教示によって提供され
る。本方法は、適用ステップ、励起ステップ、移転ステップ、および堆積ステップを含む
ことができる。例えば、図１４は、本教示に従って、有機発光素子のためのマイクロキャ
ビティを形成する方法５１０の流れ図である。適用ステップ５２０後、励起ステップ５３
０、移転ステップ５４０、堆積ステップ５５０、および第２の堆積ステップ５６０が続く
ように示される。液体インクが、有機発光素子の層を形成するために、移転表面に適用さ
れることができる。液体インクは、キャリア流体と溶解または懸濁された膜を形成する有
機材料とによって規定されることができる。移転表面は、実質的に、キャリア流体を蒸発
させ、乾燥膜有機材料を移転表面上に形成するように励起されることができる。乾燥膜有
機材料は、乾燥膜有機材料が、実質的に、固相において、基板上に堆積されるように、移
転表面から、基板に移転されることができる。その結果は、第１の有機緩衝層の形成であ
る。
【０１０９】
　基板は、第１の反射電極を備えていることができる。移転表面は、移転の際、基板から
、約１．０μｍ～約１０．０ｍｍの距離、例えば、基板から、約１０．０μｍ～約１００
．０μｍの距離に位置付けられることができる。乾燥膜有機材料は、約０．１ｎｍ／秒～
約５００ｎｍ／秒の率、例えば、約０．１ｎｍ／秒～約５０ｎｍ／秒の率で層厚を築き上
げるように堆積されることができる。
【０１１０】
　いくつかの実施形態では、インクは、直接、インクジェット印刷を使用して、基板また
は有機層に移転される。基板への液体インクの適用後、キャリアは、熱、真空、気体流、
照射への暴露、またはそれらの組み合わせによって除去され、熱印刷プロセスに関連して
前述のように焼成され得る、焼成前有機層を形成することができる。
【０１１１】
　発光有機材料は、第１の有機緩衝層が、基板と発光層との間にあるように、第１の有機
緩衝層を覆って堆積され、発光層を形成することができる。発光有機材料は、発光波長に
おいて、光を放出することができる。第２の反射電極は、発光層が、第１の反射電極と第
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２の反射電極との間にあり、ＯＬＥＤマイクロキャビティが、形成されるように、発光層
を覆って堆積されることができる。第１および第２の反射電極のうちの少なくとも１つは
、半透明または透光性であることができる。第１の反射電極および第２の反射電極は、あ
る距離だけ、互から分離されることができる。距離は、マイクロキャビティの深度に対応
することができる。マイクロキャビティの深度は、発光有機材料の発光波長の共振発光の
ために構成されることができる。
【０１１２】
　有機発光素子のためのマイクロキャビティが、本教示によって提供される。マイクロキ
ャビティは、基板、乾燥膜有機材料層、発光層、および第２の反射電極を備えていること
ができる。基板は、第１の反射電極を備えていることができる。乾燥膜有機材料層は、基
板上に形成され、基板に対向する第１の表面および第１の表面と反対の第２の表面を備え
ていることができる。乾燥膜有機材料層を覆う発光層は、乾燥膜有機材料層が、第１の反
射電極と発光層との間にあるように、提供されることができる。発光層は、発光波長にお
いて光を放出する発光有機材料を備えていることができる。発光層を覆う第２の反射電極
は、発光層が、第１の反射電極と第２の反射電極との間にあるように、提供されることが
できる。第２の表面は、１０μｍ２の面積内の表面厚偏差の二乗平均平方根として、約０
．５ｎｍ～約１．０μｍ、例えば、約１．０ｎｍ～約５００ｎｍまたは約５．０ｎｍ～約
５００ｎｍの表面粗度を示すことができる。いくつかの実施形態では、測定される面積は
、１０μｍ×１０μｍ表面である。有機発光素子積層は、約１．０１～約２．０の光度効
率を示すことができ、すなわち、同一であるが、１０×１０μｍ２の面積内の表面厚偏差
の二乗平均平方根として表される、５．０ｎｍ未満の表面粗度を有する平滑表面を伴う、
マイクロキャビティの光度と比較して、約１．０１～約２．０倍の光度の増加を示すこと
ができる。第１および第２の反射電極のうちの少なくとも１つは、半透明または透光性で
あることができる。第１の反射電極および第２の反射電極は、ある距離だけ、互から分離
されることができる。距離は、マイクロキャビティの深度に対応することができ、マイク
ロキャビティの深度は、発光有機材料の発光波長の共振発光のために構成されることがで
きる。
【０１１３】
　例えば、米国特許第５，４０５，７１０号、第ＵＳ６，８６１，８００Ｂ２号、第ＵＳ
６，９１７，１５９Ｂ２号、第ＵＳ７，０２３，０１３Ｂ２号、および第ＵＳ７，２４７
，３９４Ｂ２号；米国特許出願公開第ＵＳ２００７／０２８６９４４Ａ１号および第ＵＳ
２００９／０１１５７０６Ａ１号；Ｈｕａｎｇ、他、“Ｒｅｄｕｃｉｎｇ　Ｂｌｕｅｓｈ
ｉｆｔ　ｏｆ　Ｖｉｅｗｉｎｇ　Ａｎｇｌｅ　ｆｏｒ　Ｔｏｐ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｏｒ
ｇａｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ－Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｅｖｉｃｅｓ”（２００８）；Ｌｅｅ、
他、“Ｍｉｃｒｏｃａｖｉｔｙ　Ｅｆｆｅｃｔ　ｏｆ　Ｔｏｐ－Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｏｒ
ｇａｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ－Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅｓ　Ｕｓｉｎｇ　Ａｌｕｍｉｎ
ｕｍ　Ｃａｔｈｏｄｅ　ａｎｄ　Ａｎｏｄｅ，”Ｂｕｌｌ．Ｋｏｒｅａｎ　Ｃｈｅｍ．Ｓ
ｏｃ．，２００５，Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．９；Ｗｕ、他、“Ｍｉｃｒｏｃａｖｉｔｙ　Ｅ
ｆｆｅｃｔｓ　ｉｎ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ－Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｅｖｉｃｅｓ
，Ｃｈａｐｔｅｒ　９，ｐｐ．２６５－２９２　ｉｎ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｅｌｅｃｔｒｏ
ｎｉｃｓ：Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ，Ｄｅｖｉｃｅｓ，ａｎｄ　Ａｐ
ｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ，（Ｓｏ，ｅｄ．），ＣＲＣ　Ｐｒｅｓｓ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（２
０１０）；Ｂｕｌｏｖｉｃ、他、Ｐｈｙｓ．，Ｒｅｖ．Ｂ　５８：３７３０（１９９８）
；および、Ｌｅｅ、他、Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．　９２（２００８）０３３３０
３に説明され、参照することによって全体として本明細書に組み込まれるものを含め、任
意のマイクロキャビティまたはその特徴は、本教示のマイクロキャビティおよび方法にお
いて採用されることができる。
【０１１４】
　マイクロキャビティは、１つ以上の４分の１波長積層（ＱＷＳ）を組み込むことができ
る。ＱＷＳは、高屈折率誘電薄膜と低屈折率誘電薄膜とが交互する多層積層であり、各々
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、４分の１波長厚である。ＱＷＳは、所望の範囲の波長にわたって、高反射率、低透過率
、および低吸収率を有するように調整されることができる。
【０１１５】
　透明伝導相層の使用は、随意である。透明伝導相層が使用される場合、透明伝導相層お
よび有機ＥＬ媒体構造の組み合わせられた厚さは、所定の波長において共振を有するよう
に、マイクロキャビティＯＬＥＤ素子を調整するように選択されることができる。例えば
、そのような所定の波長は、本教示に従って構築されたマイクロキャビティＯＬＥＤ素子
から放出される赤色、緑色、または青色光のうちの１つの中心波長に対応することができ
る。厚さは、以下の式を満たすことができる。
２Σｎ１Ｌｉ＋２ＮｓＬｓ＋（Ｑｍ１＋Ｑｍ２）λ／２π＝ｍλ
式中、ｎｉは、屈折率であり、Ｌｉは、有機ＥＬ媒体構造のｉ番目のサブ層の厚さであり
、ｎｓは、屈折率であり、Ｌｓは、透明伝導相層のゼロであり得る厚さであり、Ｑｍ１お
よびＱｍ２は、それぞれ、２つの有機ＥＬ媒体構造金属電極界面におけるラジアンでの位
相シフトであり、λは、素子から放出されるべき所定の波長であり、ｍは、非負整数であ
る。製造上の配慮を容易にするため、かつ色純度のため、青色ピクセルに対しては１に等
しく、緑色および赤色ピクセルに対しては０または１に等しいｍを有することが好ましい
。
【０１１６】
　アノードとカソードとの間の距離は、マイクロキャビティ共振波長を決定するのに役立
つ。共振波長、より具体的には、共振の強度とともに、素子の結果として生じる効率もま
た、ＥＭＬと２つの電極の各々との間の距離に依存する。特に、最適素子性能に対して、
電極とＥＭＬの中心点との間の距離は、ほぼ以下の式を満たすことができる。
２Σｎ１Ｌｓ＋Ｑｍ１λ／２π＝ｍＤλ
式中、ｎｉは、屈折率であり、Ｌｉは、有機ＥＬ媒体構造内のｉ番目のサブ層の厚さであ
り、Ｑｍ１は、有機ＥＬ媒体構造金属カソード界面におけるラジアンでの位相シフトであ
り、λは、素子から放出されるべき所定の波長であり、ｍＤは、非負整数である。
【０１１７】
　光透過性金属電極による光の吸収を最小限にするのに役立てるために、高屈折率吸収低
減層が、光透過性電極と基板との間に採用されることができる。吸収低減層は、光波によ
って産生される電場を低減させ、光透過性電極内の光波を吸収することができる。かなり
正確な概算に対して、この結果は、素子から出て行く光の電場に破壊するように干渉し、
したがって、それを部分的にキャンセルするように、この吸収低減層と基板との間の界面
から反射する光波の電場を有することによって達成され得る。基板より高い屈折率を有す
る吸収低減層の場合、以下の式が、ほぼ満たされることができる。
２ｎＡＬＡ＋ｎＴＬＴ＝（ｍＡ＋１／２）λ
式中、ｎＡおよびＬＡは、それぞれ、吸収低減層の屈折率および厚さであり、ｎＴおよび
ＬＴは、それぞれ、光透過性金属底部電極の屈折率および厚さの実部であり、ｍＡは、非
負整数である。値ｍＡは、できる限り小さくあり得、例えば、約０～約２である。吸収低
減層の有益な効果は、概して、より高い屈折率材料が使用されるとき、より高くなる。
【０１１８】
　以下の実施例は、本発明の性質を図示するために与えられる。しかしながら、本発明は
、これらの実施例に記載される具体的条件または詳細に限定されないことを理解されたい
。
【０１１９】
　（実施例）
　（実施例１）
　本実施例は、本教示による、ＯＬＥＤ構成要素の機能的かつ優れた特性およびそれを産
生する方法を実証する。１００ｎｍ厚膜に対して、２滴のインク（約１２ピコリットル）
が、１．２％インク濃度かつ１００ＨＺにおいて適用された。装填温度は、１５０℃であ
った。約２５０℃の沸騰温度が、約２００ミリ秒～約１．０秒の間、使用された。２５０
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℃～３８０℃温度傾斜が、次いで、約２００ミリ秒～８００ミリ秒の間、使用され、固体
を蒸発させた。３５０℃～９００℃の洗浄温度が、次いで、使用された。印刷ピッチは、
約５０μｍであった。堆積時の膜は、濁って見え、ＡＦＭ表面粗度は、５．０ｎｍより大
きかった。印刷された膜は、窒素環境内のホットプレート上において、約１５０℃～約２
００℃で約１０秒～約５．０分間、後焼成を受けた。原子間力顕微鏡検査（ＡＦＭ）デー
タによって、表面粗度が２ｎｍ以下に低減されたことを確認した。
【０１２０】
　本明細書に説明される装置、システム、および方法は、性質上、例示であり、他の材料
および構造も、使用されることができる。機能的ＯＬＥＤは、異なる方法で説明される種
々の層を組み合わせることによって達成されることができ、または層は、設計、性能、お
よびコスト要因等の配慮のために、完全に省略されることができる。具体的に説明されな
い他の層もまた、含まれることができる。具体的に説明されたもの以外の材料も、使用さ
れることができる。本明細書に提供される例示的実施形態の多くは、単一材料を含むよう
に、種々の層を説明するが、主体およびドーパントの混合物等の材料の組み合わせ、また
はより一般的には、混合物も使用されることができることを理解されたい。また、層は、
種々のサブ層を有することができる。本明細書において種々の層に与えられる名称は、厳
密な限定として意図されない。例えば、正孔を輸送し、発光層内に正孔を注入する、正孔
輸送層は、正孔輸送層または正孔注入層またはＨＴＬ／ＨＩＬとして説明されることがで
きる。ＯＬＥＤは、カソードとアノードとの間に配置される「有機層」を有するように説
明されることができる。この有機層は、単一層を備えていることができるか、またはさら
に、本明細書に説明されるような異なる有機材料の複数の層を備えていることができる。
【０１２１】
　米国特許第５，２４７，１９０号に説明され、参照することによって全体として本明細
書に組み込まれるものを含む、高分子材料（ＰＬＥＤ）から成るＯＬＥＤ等、その他の点
では説明されない材料、システム、および方法もまた、使用されることができる。さらな
る実施例として、単一有機層を有するＯＬＥＤも、使用されることができる。ＯＬＥＤは
、例えば、Ｆｏｒｒｅｓｔ、他の米国特許第５，７０７，７４５号に説明され、参照する
ことによって全体として本明細書に組み込まれるような積層であることができる。例えば
、基板は、Ｆｏｒｒｅｓｔ、他の米国特許第６，０９１，１９５号に説明されるメサ構造
、および／またはＢｕｌｏｖｉｃ、他の米国特許第５，８３４，８９３号に説明されるよ
うなピット構造等、角度付けられた反射表面を含み、光取り出しを改善することができる
（上記特許は、参照することによって全体として本明細書に組み込まれる）。
【０１２２】
　少なくとも１つの層が、熱またはインクジェット印刷によって堆積されるが、任意の層
が、代わりに、または加えて、任意の好適な方法によって堆積されることができる。有機
層の場合、方法として、熱蒸着方法、米国特許第６，０１３，９８２号および第６，０８
７，１９６号（参照することによって全体として本明細書に組み込まれる）に説明される
ようなインクジェット方法、Ｆｏｒｒｅｓｔ、他の米国特許第ＵＳ６，３３７，１０２Ｂ
１号（参照することによって全体として本明細書に組み込まれる）に説明されるような有
機気相堆積（ＯＶＰＤ）法、および米国特許第ＵＳ７，４３１，９６８Ｂ１号（参照する
ことによって全体として本明細書に組み込まれる）に説明されるような有機蒸気ジェット
印刷（ＯＶＪＰ）法が挙げられ得る。ＯＶＰＤは、本明細書に説明される熱印刷技法と別
個かつ異なる技法である。他の好適な堆積方法として、スピン塗膜および他の溶液系プロ
セスが挙げられ得る。溶液系プロセスは、好ましくは、窒素または他の不活性雰囲気下で
行われる。他の層の場合、他の方法として、熱蒸着が挙げられる。使用され得るパターン
化方法として、マスクを通した堆積、米国特許第６，２９４，３９８号および第６，４６
８，８１９号（参照することによって全体として本明細書に組み込まれる）に説明される
ような冷間圧接、ならびにインクジェットおよびＯＶＪＰ等の堆積方法と関連付けられた
パターン化が挙げられる。
【０１２３】
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　本教示に従って製作される素子は、フラットパネルディスプレイ、コンピュータモニタ
、テレビ、掲示板、内部または外部照明および／または信号移転のための光、ヘッドアッ
プディスプレイ、完全透明ディスプレイ、フレキシブルディスプレイ、レーザプリンタ、
固定電話、携帯電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）、ラップトップコンピュータ、デジタルカ
メラ、カムコーダ、ファインダ、マイクロディスプレイ、車両、大面積の壁、映画館また
はスタジアムの画面、または標識等の種々の消費者製品内に組み込まれることができる。
種々の制御機構は、受動マトリクスおよび能動マトリクス制御機構を含む、本教示に従っ
て製作される素子を制御するために使用されることができる。本明細書に説明される装置
、方法、およびシステムは、ＯＬＥＤ以外の素子における用途を有することができる。そ
のような他の用途の実施例として、有機太陽電池および有機光検出器等の光電子素子、な
らびに有機トランジスタ等の有機素子が挙げられる。
【０１２４】
　本教示による、ＯＬＥＤ内のマイクロキャビティの利用は、以下の利点を提供すること
ができる：スペクトル狭小化を通した色純度の改善、ＥＭＬ効率および輝度の向上、なら
びに有機レーザの形成。マイクロキャビティの深度は、所望の波長のレーザを達成するよ
うに調節されることができる。誘導発光が、マイクロキャビティ内で生じ、コーヒーレン
ト光を産生する。電極は、所望のサイズおよび形状の開口を具備し、レーザビームをマイ
クロキャビティから出射させることができる。
【０１２５】
　本開示の実施形態が、本明細書に図示および説明されたが、そのような実施形態が、一
例として提供されるにすぎないことは、当業者に明白となるであろう。ここで、多数の変
形例、変更、および代用が、本開示から逸脱することなく、当業者に想起されるであろう
。本明細書に説明される本開示の実施形態の種々の代替が、本開示を実践する際に使用さ
れることができることを理解されたい。

【図１】 【図２Ａ】
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【図２Ｃ】
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